
（平成２１年１０月１５日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 23 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 18 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 59 件

国民年金関係 23 件

厚生年金関係 36 件

年金記録確認大阪地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



大阪国民年金 事案 3361 

 

第１ 委員会の結論 

      申立人は、申立期間のうち、昭和 48 年７月から同年９月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名 ： 男 

        基礎年金番号 ：  

生 年 月 日       ： 昭和 11年生 

        住    所 ：  

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間       ： ① 昭和 36年４月から 37年３月まで 

                 ② 昭和 48年７月から同年９月まで 

    私は、昭和 39 年６月に入籍したが、独身のころの私の国民年金保険料及

び入籍から 43 年ごろにＡ市Ｂ区へ転居するまでの間の私と妻の保険料を、

父が納付してくれたと思う（申立期間①）。 

転居後は、妻が、夫婦二人分の保険料を３か月に一度、自宅に来訪する同

区役所の男性の集金人に納付していた（申立期間②）。 

申立期間①及び②について、納付記録が無く、未納と記録されていること

に納得がいかない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②について、Ａ市Ｂ区に転居後の申立人夫婦の国民年金保険料は申

立人の妻が納付していたとするところ、申立人は、申立期間②を除き当該期間

の保険料に未納は無く、申立人の妻の納付意識が高かったものと考えられる。 

また、申立期間②は、３か月と短期間である。 

さらに、申立人は、申立期間②の前後を通じて申立人夫婦の住所及び仕事

などの生活状況に大きな変化は無かったとしている上、申立期間②前後の保険

料は３か月ごとに現年度納付されており、納付意識の高い申立人の妻が、申立

期間②の保険料についても納付していたと考えるのが自然である。 

一方、申立期間①について、申立人は、その父が保険料を納付していたと申

し立てている。 

   そこで、申立人の国民年金記録をみると、申立人の国民年金手帳記号番号

は、昭和 37 年１月ごろに申立人の兄及び姉と連番で払い出されていること



が確認できる。 

しかし、連番で払い出されている申立人の兄及び姉も申立期間①の保険料

は未納であり、申立人と同様に昭和 37 年４月から納付されていることが確

認できる。 

また、申立人は、申立期間①の保険料の納付に直接関与しておらず、納付し

たとする申立人の父は既に死亡していることから、当時の申立期間の納付状況

等の詳細は不明である。 

さらに、申立人の父が申立期間①の保険料を納付していたことを示す関連資

料は無く、ほかに申立期間①について申立人の保険料が納付されていたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 48 年７月から同年９月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。



大阪国民年金 事案 3362 

 

第１ 委員会の結論 

      申立人は、申立期間のうち、昭和 39 年１月から同年 12 月までの期間及び

48 年７月から同年９月までの期間の国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名 ： 女 

        基礎年金番号 ：  

生 年 月 日       ： 昭和 14年生 

        住    所 ：  

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間       ： ① 昭和 39年１月から同年 12月まで 

                 ② 昭和 40年４月から 41年３月まで 

             ③ 昭和 48年７月から同年９月まで 

私は、昭和 39年６月に入籍したが、独身のころの私の国民年金保険料は、

母が納付してくれ、入籍したころに夫の実家の近所のＡ市Ｂ区に転居したの

で、その後、43年ごろに同市Ｃ区へ転居するまでの間の保険料は、義父が、

夫の保険料と一緒に納付してくれたと思う（申立期間①及び②）。 

昭和 43 年ごろに同市Ｃ区へ転居してからは、私が、夫婦二人分の保険料

を３か月に一度、自宅に来訪する同区役所の男性の集金人に納付していた

（申立期間③）。 

申立期間①、②及び③について、納付記録が無く、未納と記録されている

ことに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、12 か月と比較的短期間である上、申立人の国民年金

記録をみると、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 36 年７月ごろにＡ市

Ｄ区において払い出された上、同年４月から申立期間直前の 38年 12月までの

国民年金保険料は納付されており、申立人の陳述と符合する。 

また、申立人に係るＡ市Ｂ区の被保険者名簿を見ると、同市Ｄ区から同市Ｂ

区への国民年金の住所変更手続が、昭和 42年２月に行われたことが確認でき、

申立期間①の保険料について、申立人が入籍した昭和 39 年度までの保険料を

申立人の母が納付していた可能性は否定できない。 

さらに、社会保険庁の記録では、申立期間①直後の昭和 40 年１月から同年



３月までの保険料が納付されたことが記録されているところ、申立人に係る特

殊台帳には、39年４月から同年６月までの期間が納付済みと記録されており、

行政機関における事務処理の誤りがうかがわれる。 

申立期間③について、昭和 43 年にＡ市Ｃ区に転居後の申立人夫婦の国民年

金保険料は、申立人が納付したとしているところ、申立期間③を除き、当該期

間の国民年金保険料に未納は無く、申立人の納付意識が高かったものと考えら

れる。 

また、申立期間③は、３か月と短期間である。 

さらに、申立人は、申立期間③の前後を通じて申立人夫婦の住所及びその夫

の仕事などの生活状況に大きな変化は無かったとしている上、申立期間③前後

の保険料は３か月ごとに現年度納付されており、納付意識の高い申立人が、申

立期間③の保険料についても納付していたと考えるのが自然である。 

一方、申立期間②について、申立人は、申立人及びその夫の保険料を、当時

近所に住んでいた義父が納付していたと申し立てている。 

そこで、申立人に係るＡ市Ｂ区の被保険者名簿を見ると、申立人に係る国民

年金の住所変更手続が昭和 42年２月に行われ、申立期間②直後の 41年４月か

ら 42 年３月までの保険料が、同年４月に納付されていることが確認できると

ころ、上述のとおり、国民年金の住所変更手続が行われたとき、その時点で現

年度納付が可能な期間の保険料がさかのぼって納付されており、それ以前の保

険料は、同区では納付できない。 

また、申立人は、申立期間②の保険料納付に直接関与しておらず、納付した

とする申立人の義父は既に死亡していることから、申立期間②の納付状況等の

詳細は不明である。 

さらに、申立人の義父が申立期間②の保険料を納付していたことを示す関連

資料は無く、ほかに申立人の申立期間②の保険料が納付されていたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 39 年１月から同年 12 月までの期間及び 48 年７月から同年９月までの期間

の国民年金保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 3363 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 51 年７月から同年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年７月から同年９月まで 

     私は妻とＡ県で夫婦二人分の国民年金に加入した。 

Ｂ市に転居してからは、妻がＣ町の公設市場内で商売をしていたため、

妻がこの公設市場で保険料を納付していた。公設市場には毎日複数の銀行

の行員が来ており、銀行名は覚えていないが、いずれかの行員に、妻が夫

婦二人分の保険料の納付を依頼していた。 

申立期間が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の妻が公設市場で夫婦二人分の国民年金保険料を納付し

ていたにもかかわらず、申立期間の保険料が未納とされているのは納得でき

ないと申し立てている。 

そこで、申立人の納付状況をみると、申立期間を除き昭和 36年４月から 60

歳に到達する 60 年＊月までの国民年金保険料を納付し、また、61 年 10 月か

ら 62年 10月までの 13か月は高齢任意加入をしており、納付意識の高さがう

かがえる。 

また、申立期間前後には、生活状況等に特段の変化は見られなかったほか、

申立期間の保険料を納付できない理由も見当たらない。 

さらに、申立期間は３か月と短期間であり、申立人の納付意識の高さがう

かがえることなどを踏まえると、申立期間の保険料を納付していたものと考

えるのが自然である。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金  事案 3364 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 62 年７月から同年９月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 43年１月から 50年 12月まで 

② 昭和 62年７月から同年９月まで 

私は、40歳ごろに母から今まで 20年かけてきたからと言って年金手帳を

受け取ったので、20歳になった昭和 43年ごろに国民年金に加入してもらい、

保険料は、①については同居していた父が、②については元妻が支払ってい

たはずである。それなのに申立期間が未納とされており、納得できない。納

付は父と元妻にすべて任せていたので金額は分からないが、定期的に市役所

で直接納付していたように思う。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 43 年ごろ国民年金に加入し、加入時以降の保険料について

は、父親等に継続して納めてもらっていたので、申立期間の未納とされている

ことに納得できないと申し立てている。 

そこで、申立期間②について、申立人及びその元妻の納付記録をみると、納

付を行ったとする元妻は自身の保険料を未納としながらも、昭和 62 年１月か

ら同年６月までの保険料を 63年３月に、62 年 10月から 63年３月までの保険

料を平成２年１月に夫の分のみ過年度納付を行っていることが市の被保険者

名簿及び社会保険庁の記録から確認でき、両期間に挟まれた申立期間②につい

ても国庫金納付書を取得していたものと考えられ、同様の納付がなされていた

可能性は否定できない。 

次に、申立期間①について、申立人の加入記録をみると、申立人の手帳記号

番号は、昭和 51年１月 28日に払い出されていることが同払出簿から確認でき

る。この場合、払出時点では、申立期間の一部は時効により、既に納付できな



い期間になっているほか、43 年ごろに納付を開始したとする申立人の陳述と

は符合しない。 

また、申立人が 20歳になった昭和 43年当時に居住していたＡ市の被保険者

名簿を見ると、Ｂ市から転居した後の 55年８月に新規に作成されたものであ

ることが確認でき、それ以前に国民年金加入手続がなされた形跡は見られな

い。 

さらに、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性を検証するため、社

会保険庁のオンライン記録により、別読みによる申立人の氏名の確認を行った

ほか、当時の住所地を管轄する社会保険事務所において同払出簿の内容をすべ

て確認したが、別の手帳記号番号の存在はうかがえず、また、申立期間①の保

険料納付をうかがわせる周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 62 年７月から同年９月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。



大阪国民年金 事案 3365 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 50 年 10 月から同年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

      生 年 月 日 ： 昭和 15年生         

住    所 ：  

     

２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 50年 10月から同年 12 月まで 

    会社を退職すると、国民年金に加入しなくてはならないことを知っていた

ので、昭和 50年１月 22日にＡ区役所で加入手続をして、この時に国民年金

手帳を受け取った。 

加入手続後の保険料納付は、妻に任せていたが、妻はいつも夫婦二人分の

保険料を合わせて同じ日に、納付期限内に３か月ごとに納付していたはずで

あり、忘れることはあり得ないと思う。また、申立期間の保険料は 3,300

円であったと記憶している。 

申立期間の保険料について、妻は納付済みとなっているのに、私の分のみ

が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳記号番号は昭

和 50 年３月に払い出されており、また、申立人所持の国民年金手帳も同年１

月 22 日に発行されていることが確認でき、申立期間の国民年金保険料を現年

度納付することは可能である。 

一方、申立人は、昭和 50 年１月から再び厚生年金保険に加入する前月の平

成２年３月まで、申立期間を除き国民年金保険料を完納しており、夫婦二人分

の保険料納付を担っていた申立人の妻の納付意識の高さがうかがえる。 

また、申立人及びその妻が所持している国民年金保険料領収証書を見ると、

申立期間直前の昭和 50 年７月から同年９月までの期間の保険料は、夫婦とも

同年７月 30日に現年度納付しており、また、申立期間の妻の保険料は、51年

１月 27 日に現年度納付していることが確認でき、保険料納付意識の高かった

申立人の妻が、自身の保険料のみ納付し、申立人の申立期間の保険料を未納の

まま放置したとは考え難い。 



さらに、申立人が納付したとする申立期間の保険料額は、当時の保険料額と

一致している。 

加えて、申立期間は３か月と短期間である上、当時の申立人の生活状況に特

段の変化は認められない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認められる。 



大阪厚生年金 事案 4433 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格取得日は昭和 32 年５月

５日、資格喪失日は 34年９月 25日であると認められることから、申立期間に

係る厚生年金保険被保険者の資格取得日及び資格喪失日に係る記録を訂正す

ることが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、１万 8,000円とすることが妥当

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年５月５日から 34年９月 25日まで 

    私は、昭和 32年５月に、弟と一緒にＢ市Ｃ区にある Ａ社に入社した。弟

は数日で退社したが、私は 34 年９月まで継続して勤務していた。社会保険

庁の記録によると、数日で退社した弟が、32 年５月５日から 34 年９月 25

日までＡ社で勤務したことになっているが、同社で実際に勤務していたのは

私である。 

私が写ったＡ社の慰安旅行の写真により、同社で勤務していたのは弟では

なく私であることが証明できる。 

当時の健康保険被保険者証が、弟の名前になっていたことは気付いていた

が、気にせずに使っており、若い時とはいえ、本当に愚かなことをしたと思

っている。 

Ａ社で勤務していたことは間違いないので、申立期間について厚生年金保

険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が、「当時の健康保険被保険者証の氏名が弟のものとなっていた。」旨

の主張をしているところ、社会保険事務所が保管するＡ社に係る厚生年金保険

被保険者名簿によると、申立人の弟の氏名で基礎年金番号に未統合の厚生年金

保険被保険者記録（資格取得日は昭和 32年５月５日、資格喪失日は 34年９月

25日。）が確認できる。 



一方、申立人の弟の妻から提出された証言書及び同僚の陳述内容から判断す

ると、申立人の弟は、数日間でＡ社を退職したものと考えられる。 

また、社会保険庁の記録によると、申立人は、申立期間のほか、昭和 48 年

３月 14日から 50年 10月 28日までの期間においてもＡ社で勤務していたこと

が確認できるところ、同社において、両方の期間に勤務していたことが確認で

きる同僚から、「昭和 32年５月から 34年９月まで勤務したＤ氏と、48年３月

から 50年 10月まで勤務したＤ氏は同一人物である。」旨の陳述が得られた。 

  さらに、申立人がＡ社退社後に勤務したＥ事業所における同僚に、申立人か

ら提出されたＡ社の慰安旅行の写真を見せたところ、複数の者から、「Ｅ事業

所で勤務していたＤ氏と写真の中で、申立人が本人と申し立てている人物とは

同一人物である。当時、Ｄ氏が、『Ｅ事業所に勤務する前に、Ｂ市Ｃ区にある

Ａ社で勤務していた。』と話していたことを覚えている。」旨の陳述が得られた。 

  なお、申立人から提出された写真には、同写真がＡ社の慰安旅行時のもので

あることを直接確認できる手掛かりは写っていないが、申立期間当時の同社の

同僚から、「昭和 33 年３月ごろＡ社の慰安旅行時のものである。」旨の陳述が

得られた。 

   以上の事情及び関連資料等を総合的に判断すると、当該未統合記録は申立人

のものであると認められ、申立期間において、申立人がＡ社に勤務し、厚生年

金保険被保険者であったことが認められる。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人の弟に係る未統合の社会

保険事務所の記録から１万 8,000円とすることが妥当である。



大阪厚生年金 事案 4434 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間のうち、平成 13年７月から 15年３月までの期間に係る標

準報酬月額の記録については 24万円、同年４月から 16年５月までの期間に係

る標準報酬月額の記録については 30 万円に訂正するとともに、15 年７月 15

日の標準賞与額に係る記録については 24万 2,000円とする必要がある。 

   なお、事業主は、平成 13年７月から 16年５月までの期間に係る上記訂正後

の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

また、事業主は、平成 15年７月 15日の標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

       生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年９月１日から 16年７月１日まで 

    私は、Ａ社において平成８年７月 26 日から 16年６月４日までＢ業務に従

事していた。 

社会保険事務所で被保険者記録を確認したところ、同社の平成８年９月か

ら 16 年６月までの標準報酬月額が、実際に支払われていた給与と異なって

いることが分かった。当時の給料支払明細書をほとんど保管しており、その

総支給額とは異なる標準報酬月額によって保険料が控除されているので、正

しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

また、平成 15年７月 15日に支給された賞与についての記録も無いとの回

答をもらったが、当該賞与の支給状況が確認できる賞与支払明細書を保管し

ているので、被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人提出の給料支払明細書、賞与支払明細書及びＡ社提出の賃金台帳等

における保険料控除額から判断すると、申立人は、申立期間のうち、平成 13

年７月から 15 年３月までの期間は 24 万円の標準報酬月額、同年４月から 16

年５月までの期間は 30万円の標準報酬月額、15年７月 15日は 24 万 2,000円



の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与又は賞与から控除

されていたことが認められる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準報酬月額(又は標準賞与額。)を改定又は決定し、これに基づき

記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認め

られる保険料額及び申立人の報酬月額(又は賞与額。)のそれぞれに基づく標

準報酬月額(又は標準賞与額。)の範囲内であることから、これらの標準報酬

月額(又は標準賞与額。)のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額及び標準賞与額については、上記資料

において確認できる保険料控除額又は報酬月額から判断すると、平成 13年７

月から 15 年３月までの期間に係る標準報酬月額は 24 万円、同年４月から 16

年５月までの期間に係る標準報酬月額は 30 万円、また、15 年７月 15 日に係

る標準賞与額については、24万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る平成 13 年７月から 16 年５月までの期間の保

険料を納付する義務を履行したか否かについては、事業主は不明としている

ものの、給料支払明細書等において確認できる保険料控除額に見合う標準報

酬月額又は報酬月額と、社会保険事務所で記録されている標準報酬月額が、

長期にわたり一致していないことから、事業主は、給料支払明細書等におい

て確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う報酬月額を届け出ておらず、

その結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に見合う保険料について納入の

告知を行っておらず、事業主は当該保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

さらに、申立人に係る平成 15 年７月 15 日の標準賞与額に基づく保険料の

事業主による納付義務の履行については、事業主は、申立期間に係る「健康

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届」を社会保険事務所に提出しておらず、

保険料も納付していないとしていることから、社会保険事務所は、申立人に

係る平成 15 年７月 15 日の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を

行っておらず、事業主は、申立人に係る当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

一方、上記資料から判断すると、申立期間のうち、平成８年９月及び同年

10 月の期間は標準報酬月額 16 万円に基づく保険料額、同年 11 月から 11 年

11月までの期間は標準報酬月額 18万円に基づく保険料額、同年 12月から 13

年６月までの期間は標準報酬月額 20万円に基づく保険料額が控除されており、

これらの保険料額に基づく標準報酬月額は社会保険庁の記録ともおおむね一

致していることから、社会保険庁に記録されている標準報酬月額を超えて保

険料を源泉控除されていた事実は認められない。 

また、退職月に当たる平成 16年６月については、上記資料から確認できる

保険料控除額に見合う標準報酬月額は 11万円となり、本来はこの金額が申立



人に係る標準報酬月額として社会保険庁に記録されるべきと考えられるとこ

ろ、同年６月の標準報酬月額は 24万円として記録されていることが確認でき

る。 

このほか、平成８年９月から 13年６月までの期間及び 16年６月において、

申立人が主張する標準報酬月額に相当する厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらのことから、当該期間について申立人が主張する標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることは

できない。



大阪厚生年金 事案 4435 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、申立期間のうち、

平成４年５月から同年９月までの期間については 44万円、同年 10月について

は 41万円、同年 11月及び同年 12月については 44万円、５年１月については

41万円、同年２月については 44万円、同年３月から６年３月までの期間につ

いては 38万円、15年４月から 17年２月までの期間については 24万円に訂正

する必要がある。 

   なお、事業主は、平成４年５月から６年３月までの期間及び 15 年４月から

17 年２月までの期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

       生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年５月から 17年４月 21日まで 

    社会保険庁の記録では、Ａ社での平成４年５月から同年７月に係る標準報

酬月額が 36 万円、同年８月から 17 年４月 21 日に係る標準報酬月額が 20

万円となっているが、当該期間に給与が下がった事実はなく、標準報酬月額

の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人提出のＡ社における給料支払明細書から、申立人は、申立期間のうち、

平成４年５月から６年３月までの期間及び15年４月から17年２月までの期間

において、社会保険庁に記録されている標準報酬月額（平成４年５月から同年

７月までは 36 万円、同年８月から 17 年４月までは 20 万円。）から当時の保

険料率に基づき算出される控除額を上回る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められるが、厚生年金保険の保険給付及び保険

料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これ

に基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していた

と認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月



額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認

定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、給料支払明細書において

確認できる保険料控除額又は報酬月額から、平成４年５月から同年９月まで

の期間については 44 万円、同年 10 月については 41 万円、同年 11 月及び同

年 12月については 44万円、５年１月については 41万円、同年２月について

は 44 万円、同年３月から６年３月までの期間については 38 万円、15 年４月

から 17年２月までの期間については 24万円とすることが妥当である。 

 なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、平

成４年５月から６年３月までの期間及び 15 年４月から 17 年２月までの期間

について、給料支払明細書において確認できる保険料控除額に見合う標準報

酬月額又は報酬月額と、社会保険事務所で記録されている標準報酬月額が、

長期にわたり一致していないことから、事業主は、給料支払明細書で確認で

きる報酬月額又は保険料控除額に見合う報酬月額を届け出ておらず、その結

果、社会保険事務所は、当該報酬月額に見合う保険料について納入の告知を

行っておらず、事業主は当該保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 一方、上記給料支払明細書から、申立期間のうち、平成６年４月から同年

10 月までの期間及び７年２月から８年９月までの期間は標準報酬月額 14 万

2,000 円に基づく保険料額、６年 11 月から７年１月までの期間は標準報酬月

額 12 万 6,000 円に基づく保険料額、８年 10 月から９年９月までの期間及び

10 年１月は標準報酬月額 13 万 4,000 円に基づく保険料額、９年 10 月から同

年 12月までの期間、10年２月から 15年３月までの期間及び 17年３月は標準

報酬月額 20万円に基づく保険料額が控除されていることが確認でき、社会保

険庁に記録されている標準報酬月額を超えて保険料を源泉控除されていた事

実は認められない。 

 このほか、平成６年４月から 15年３月までの期間及び 17年３月において、

申立人が主張する標準報酬月額に相当する厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立期間のうち、平成６年４

月から 15 年３月までの期間及び 17 年３月について申立人が主張する標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認

めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4436 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社。）Ｃ支社にお

ける資格取得日に係る記録を昭和 28 年 12 月２日に訂正し、申立期間の標準

報酬月額を 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ：  男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 大正 12年生 

住    所 ： 

    

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 28年 12月２日から 29年１月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、Ａ社

で勤務した期間のうち、申立期間について加入記録が無いとの回答を受けた。 

昭和 28年９月１日から、申立期間も含めて継続してＡ社に勤務していた

のは間違いなく、同本社から同Ｃ支社に転勤した際の厚生年金保険の記録が

欠落しているのは、納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社提出の社内経歴から、申立人は、申立期間も含めて同社に継続して勤務

し（昭和 28年 12月１日にＡ本社から同社Ｃ支社に異動。）、申立期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支社における昭

和 29年１月の社会保険事務所の記録から、8,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明としており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無

いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。



大阪厚生年金 事案 4437  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、Ａ社における申立人の被保険者記録のうち、申

立期間に係る資格喪失日（昭和 48 年６月 23日）及び資格取得日（昭和 48 年

７月１日）を取り消し、申立期間の標準報酬月額を７万 6,000円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ：  男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ：  昭和 24年生 

住        所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48年６月 23日から同年７月１日まで 

私は、Ａ社に昭和 48年５月 14日から平成 12 年４月 20日まで継続して勤

務していた。社会保険事務所の記録では、昭和 48年６月 23日に資格の喪失

となり同年７月１日に再取得されている記録となっている。しかしながら、

未加入とされている期間についても同社に継続して勤務しており理解でき

ない。継続して勤務していたので給与から厚生年金保険料も控除されていた。

申立期間を厚生年金被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険庁の記録によると、申立人は、昭和 48年５月 14日にＡ社において

厚生年金保険被保険者資格を取得し、同年６月 23日に被保険者資格を喪失後、

同年７月１日に同社において再度被保険者資格を取得しており、９日間の厚生

年金保険未加入期間が存在する。また、雇用保険の加入記録も厚生年金保険加

入記録と同様９日間の未加入期間がある。 

しかし、Ａ社の厚生年金保険被保険者名簿から抽出した複数の同僚の供述か

ら、申立人が申立期間において同社に継続して勤務していたことが認められる。 

また、申立期間当時の経理事務担当者は、申立期間の厚生年金保険料を給与

から控除していたと回答している。 

さらに、Ａ社は、「申立人が申立期間を含め同社を退職する平成 12 年４月

20 日まで継続して勤務している。申立人に係る雇用保険及び厚生年金保険の

記録が同じ昭和 48年６月 23日に資格を喪失、同年７月１日に資格を再取得し

ている状況をみると、会社側の手続過誤の可能性が考えられ、同年６月の厚生

年金保険料も申立人の給与から控除されていたと考えられる。」と陳述してい



る。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたものと認められる。 

また、申立期間に係る標準報酬月額については、申立人のＡ社における申立

期間前後の社会保険事務所の記録から、７万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主から申立人に係る被保険者資格の喪失届及び取得届が提出されてい

ないにもかかわらず、社会保険事務所がこれを記録することは考え難いことか

ら、事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪失及び取得の届出を行っ

ており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 48 年６月の保険料

について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったも

のの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場

合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。



大阪厚生年金 事案 4438 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日を昭和 47 年

２月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を４万 2,000円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名  ：  女 

    基礎年金番号  ：   

    生 年 月 日  ：  昭和 23年生 

    住    所  ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 47年１月 31日から同年２月１日まで 

私は、昭和 42年４月 13日にＡ社に入社し、47年１月 31日まで在籍して

いた。しかしながら、社会保険庁の記録では、厚生年金保険の資格喪失日が

同年１月 31 日となっており、厚生年金保険加入期間が１か月短くなってい

た。資格喪失日を同年２月１日としなければならないところ、同年１月 31

日として誤って届けられていると思われるので、記録を訂正した上で被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録、Ａ社から提出された在職証明書及び申立人から提出された

給与明細書から判断すると、申立人が昭和 42 年４月 13 日から 47 年１月 31

日までＡ社に継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、給与明細書の保険料控除額及び

申立人のＡ社における昭和 46年 12月の社会保険事務所の記録から４万 2,000

円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る申立期間の保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は不明としているものの、事業主が資格喪失日を昭和 47 年２月

１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年１月 31 日と誤

って記録することは考え難いことから、事業主が同日を厚生年金保険の資格喪



失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年１月の厚生

年金保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知

を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を

還付した場合を含む。）、事業主は申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金  事案 4439 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 40年４月 30日から同年５月１日までの期

間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

ることから、申立人のＡ社（現在は、Ｅ社。）における資格喪失日に係る記録

を同年５月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を１万円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

また、申立人は、申立期間のうち、昭和 53年 11月 30日から同年 12月１日

までの期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＣ社における資格取得日に係る記録を同年 11

月30日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を20万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 40年４月 30日から同年５月１日まで 

 ② 昭和 53年 11月 30日から同年 12月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、申立

期間①及び②について記録が無い旨の回答を受けた。 

    Ａ社には昭和 40年４月 30日まで、Ｂ社については、Ｃ社から吸収合併さ

れた後も継続して勤務していたことは間違いないので、申立期間①及び②に

ついて、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人が所持するＤ手帳において、Ａ社の退職日は

昭和 40年４月 30日と記載されていることから判断して、申立人が申立期間ま

で同事業所に継続して勤務していたことが推認できる。 

また、Ｅ社は、「保険料控除について、当時の資料は残っていないが、控除



方式については当月控除であり、25 日に支払われる給与からは同月分の厚生

年金保険料を控除していた。」旨回答している。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 40

年３月の社会保険事務所の記録から、１万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、事業主が申立人

の資格喪失日を昭和 40 年５月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務

所がこれを同年４月 30 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主

が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る

同年４月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入

の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は還

付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

申立期間②については、Ｂ社を吸収合併したＣ社の辞令及び申立人が所持し

ている給与明細書並びにＢ社及びＣ社における雇用保険の記録等から判断す

ると、申立人は、Ｂ社及びＣ社に継続して勤務し（吸収合併に伴い昭和 53 年

11月 30日にＢ社からＣ社Ｆ部に異動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 53年 11月の給与明細書の

保険料控除額から、20万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、厚生年金保険被保険者資格取得届の記載に誤りがあったとしていること

から、事業主が昭和 53年 12月１日を資格取得日として届け、その結果、社会

保険事務所は、申立人に係る同年 11 月の保険料について納入の告知を行って

おらず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。



大阪厚生年金 事案 4440 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｄ社。）における資格

喪失日に係る記録を昭和 44年６月１日、Ｂ社（現在は、Ｄ社。）における資格

喪失日に係る記録を 46 年２月１日にそれぞれ訂正し、申立期間の標準報酬月

額については、44 年５月は６万円、46 年１月は８万円とすることが必要であ

る。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 44年５月 31日から同年６月１日まで 

              ② 昭和 46年１月 31日から同年２月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所に照会したところ、申立期間 

①及び②の加入記録が無い旨の回答を受けた。昭和 35 年にＣ社（現在は、

Ｅ社。）に入社し、平成 13年に退職するまで継続して同社とそのグループ会

社に勤務していたのは間違いないので、申立期間①及び②についても、厚生

年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 雇用保険の記録及びＤ社の現在の総務担当者の陳述から判断すると、申立

人が申立期間もＥ社及びそのグループ会社に継続して勤務し（昭和 44年６月

１日にＡ社からＢ社に異動、46 年２月１日にＢ社からＥ社に異動。）、申立期

間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められる。 

 また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

44 年４月の社会保険事務所の記録から６万円、申立期間②の標準報酬月額に

ついては、申立人のＢ社における 45 年 12 月の社会保険事務所の記録から８

万円とすることが妥当である。 



なお．申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については．事

業主は不明としているが、事業主が、Ａ社における申立人の資格喪失日を昭

和 44 年６月１日と届け出たにもかかわらず社会保険事務所がこれを同年５

月 31日と、また、Ｂ社における申立人の資格喪失日を 46年２月１日と届け

出たにもかかわらず社会保険事務所がこれを同年１月 31日と、それぞれ誤っ

て記録することは考え難いことから、事業主が社会保険事務所の記録どおり

にそれぞれの資格喪失日を届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係

る 44 年５月及び 46 年１月の保険料について納入の告知を行っておらず（社

会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料

に充当した場合又は還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期

間 ① 及び ② の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 4441 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社。）における資格喪失

日（昭和 43年８月 21日）及び資格取得日（昭和 44年５月 10日）を取り消し、

申立期間の標準報酬月額を６万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年８月 21日から 44年５月 10日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所に照会したところ、Ａ社に勤務

した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。同社に

は、昭和 43 年２月から平成８年３月まで継続して勤務したので、申立期

間についても、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、社会保険事務所の記録では、Ａ社において昭和 43 年２月１日に

厚生年金保険の資格を取得し、同年８月 21 日に資格を喪失後、44 年５月 10

日に同社において資格を再取得しており、申立期間の被保険者記録が無い。 

しかし、Ｂ社の回答内容及び申立期間当時の同僚であった現在の事業主の陳

述から判断すると、申立人が申立期間も継続してＡ社に勤務していたことが認

められる。 

また、Ｂ社は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険の加入記録が無いこと

について、誤って申立人の資格喪失届を行ったことを認めており、申立人の申

立期間に係る厚生年金保険料を給与から控除していたとしている。 

   なお、社会保険事務所のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見

ると、申立人の資格喪失日である昭和 43年８月 21日から同社が厚生年金保険

の適用事業所では無くなる 45 年５月１日までの間に同社で資格を喪失した者

は 66 人であるが、その後、申立人と同様に同社で再び資格を取得した者及び



同社の事業を継承した新会社で資格を取得した者はいない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ものと認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 43

年７月及び 44 年５月の社会保険事務所の記録から、６万円とすることが妥当

である。 

   なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主は、厚生年金保険被保険者資格喪失届を誤って届け出た

ことを認めている上、事業主から申立人に係る被保険者資格の喪失届及び取得

届が提出されていないにもかかわらず、社会保険事務所がこれを記録すること

は考え難いことから、事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪失及び

取得の届出を行っており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和

43年８月から 44年４月までの保険料について納入の告知を行っておらず（社

会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に

充当した場合又は還付した場合を含む。）、事業主は申立人に係る申立期間の保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金  事案 4442 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係

る記録を昭和 41年８月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万円と

することが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年７月 21日から同年８月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所に照会したところ、Ａ社に

勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答を受けた。申

立期間は、子会社のＢ社へ出向で異動した時期であり、厚生年金保険の

保険料を控除されていたことが確認できる給与支給明細書を提出するの

で、当該期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

給与支給明細書及びＡ社の申立期間当時の元上司及び現在の総務担当者

の陳述から判断すると、申立人が申立期間も同社に継続して勤務し(昭和 41

年７月 21 日にＡ社から子会社のＢ社へ出向。)、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

一方、社会保険事務所の記録では、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所と

なったのは、昭和 41年８月１日であることから、同社が適用事業所となる

までの期間は、引き続きＡ社で厚生年金保険が適用されるべきであったと

考えられる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

41年６月の社会保険事務所の記録から、２万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び



周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。



大阪厚生年金 事案 4443 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 30年６月１日から同年 11月１日までの厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められること

から、Ａ社における申立人の被保険者記録のうち、申立期間に係る資格喪失日

（昭和 30 年６月１日）及び資格取得日（昭和 30 年 11 月１日）を取り消し、

申立期間の標準報酬月額を１万 2,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

     生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 25年 10月から 26 年５月 10日まで 

             ② 昭和 30年６月１日から同年 11月１日まで 

    私は、昭和 25年 10月ごろから 31年８月ごろまで継続してＡ社に勤務し、

Ｂ業務に従事していた。しかし、25年 10月ごろから 26年５月 10日までの

期間及び30年６月１日から同年11月１日までの期間が厚生年金保険に未加

入とされており、納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間②について、申立人は、社会保険事務所の記録では、Ａ社におい

て昭和 26 年５月 10 日に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、30 年６月１

日に資格を喪失後、同年 11 月１日に同社において再度資格を取得しており、

申立期間②の被保険者記録が無い。 

しかし、複数の同僚の陳述から、申立人が申立期間②においてＡ社に継続

して勤務したことが認められる。 

また、申立人は、「在職中に勤務形態及び仕事内容等に変化は無かった。」

と陳述しており、このことは同僚の陳述からも確認できる。 

さらに、申立期間②において申立人と同様に空白期間が生じている同僚は、

特に認められない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、



申立人は、申立期間②において、厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたものと認められる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

30 年５月の社会保険事務所の記録から、１万 2,000 円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による保険料の納付義務の履行につい

ては、事業主から申立人に係る被保険者資格の喪失届及び取得届が提出され

ていないにもかかわらず、社会保険事務所がこれを記録することは考え難い

ことから、事業主は社会保険事務所の記録どおりの資格の喪失及び取得の届

出を行っており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 30年６月

から同年 10月までの保険料の納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が

納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合

又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間②に係る保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

申立期間①について、社会保険事務所の記録では、Ａ社が厚生年金保険の

適用事業所となったのは、申立人が被保険者の資格を取得した昭和 26年５月

10 日の数日前の同年５月１日であり、同日より前の申立期間は適用事業所と

なっていない。 

なお、当該事業所が適用事業所となった日に被保険者資格を取得している

者はみられず最初の資格取得者は昭和 26 年５月 10 日付けで、申立人及び事

業主を含め 16人がこの日に資格を取得しているところ、これらの者の所在は

不明であり、当該事業所における申立期間①当時の厚生年金保険の取扱いに

ついて確認することはできなかった。 

また、当該事業所の事業主は既に亡くなっており、申立期間①当時の保険

料控除について確認することができなかった。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4444 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認められることから、Ａ社Ｂ事業部における資格喪失日の記録を昭和 32

年５月２日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万 4,000円とすることが必

要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

 住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ：  昭和 32年４月１日から同年５月２日まで                          

私は、昭和 31 年４月２日にＣ社（現在は、Ｄ社。）に入社し、Ａ社へ出

向して以来、退職まで継続して勤務しているにもかかわらず、社会保険事務

所の記録では 32 年４月１日から同年５月２日までの厚生年金保険加入記録

が無く納得できない。申立期間について厚生年金保険の被保険者であること

を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の退職者一覧台帳及び雇用保険の記録から判断すると、申立人が申立期

間において同社に継続して勤務し（昭和 32 年５月２日にＡ社Ｂ事業部から同

社本社に異動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ事業部における

昭和 32 年３月の社会保険事務所の記録から、１万 4,000 円とすることが妥当

である。 

一方、勤務先であるＡ社Ｂ事業部が適用事業所で無くなった昭和 32 年５月

１日に在職していたとされる申立人を含む 16 人の従業員は、いずれもその後

の申立期間中も引き続き当該事業所で勤務していたことが、これら同僚の陳述

から認められることから、当該事業所は申立期間中も事業を継続し、当時の厚



生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしていたと考えられる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ社

は、厚生年金保険料を納付したか否かについては不明としているが、同社が本

社一括適用に移行する際に申立人と同じように被保険者期間の欠落が生じて

いる者が多数存在していることから、社会保険事務所の記録どおりの届出が事

業主から行われ、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 32 年４月

の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を

行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還

付した場合を含む。）、事業主は申立期間に係る保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 4445 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社。）における資格

喪失日に係る記録を昭和 43 年７月８日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

２万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年９月 20日から 43 年７月８日まで 

    私は、昭和 42年３月から 43年７月ごろまでＡ社に勤務していた。 

    しかし、社会保険庁の記録では、Ａ社での被保険者資格喪失日が昭和 42

年９月 20 日となっているので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険加入記録、Ｂ社提出の従業員名簿及び退職金支払台帳から、申立人

が、Ａ社に昭和 42 年３月 10 日から 43 年７月８日まで継続して勤務していた

ことが確認できる。 

また、Ｂ社の人事労務担当者は、「申立人は、昭和 42 年３月 10 日に同社の

Ｃ職として採用された後、同年７月 16日に正社員となり、43年７月８日に退

社するまで正社員として継続して勤務していることから、申立人の給与から申

立期間中の厚生年金保険料を引き続き控除していたと思う。」と陳述している。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 42

年８月の社会保険事務所の記録から、２万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としており、ほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、



明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に行っ

たか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、

行ったとは認められない。



大阪厚生年金 事案 4446 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

平成２年７月３日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 38 万円とすることが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年７月３日から同年８月１日まで 

   私の夫は、Ｂ社のＣ部課長をしていた平成２年７月２日に、同社の関連会

社であるＡ社に常務取締役として出向した。 

   しかし、社会保険庁の記録では、Ａ社における被保険者資格取得日が平成

２年８月１日となっているので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間と

して認めてほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の妻が所持する申立人の辞令及び給与明細書、Ｂ社提出の社員名簿、

並びに雇用保険の加入記録から、申立人は、申立期間を含めて同社及び同社の

関連会社に継続して勤務し（平成２年７月２日にＢ社からＡ社に出向。）、申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められる。 

また、申立期間に係る標準報酬月額については、申立人の平成２年７月分の

給与明細書の保険料控除額から、38万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人の厚生年金保険被保険者資格の取得日を誤って届け出

たとしている上、厚生年金基金及び厚生年金保険の記録における資格取得日が



平成２年８月１日であり、厚生年金基金及び社会保険事務所の双方が誤って同

じ資格取得日を記録したとは考え難いことから、事業主が同日を厚生年金保険

の資格取得日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年７

月の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は申立人に係る申立期

間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 4447 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 24年１月７日から 25年１月１日までの期

間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

ることから、申立人のＡ事業所（現在は、Ｅ社。）における資格取得日に係る

記録を 24 年１月７日に訂正し、当該期間の標準報酬月額については、同年１

月から同年４月までは 8,100 円、同年５月から同年 12 月までは 8,000 円とす

ることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 20年９月 10日から 23年１月 20日まで 

             ② 昭和 23年 10月 10日から 25年１月１日まで 

    私の父は、昭和 20 年９月 10 日から 23 年 10月 10 日までＢ事業所（現在

は、Ｆ社。）に勤務していたが、社会保険庁の記録では、同事業所での厚生

年金保険被保険者資格の取得日が同年１月 20日となっている（申立期間①）。 

    また、私の父は、昭和 23 年 10 月 10 日からＡ事業所に勤務していたが、

同事業所での厚生年金保険被保険者資格の取得日が 25 年１月１日となって

いる（申立期間②）。 

    申立期間①及び②を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

(注)申立ては、申立人の子が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②について、Ｅ社提出の労働者名簿から、申立人は、昭和 24 年１

月５日から 51年 12月 20日までＡ事業所に勤務していたことが認められる。 

また、Ａ事業所が加盟するＣ健康保険組合提出の健康保険被保険者期間証明

書から、申立人は、昭和 24 年１月７日に同社での被保険者資格を取得してい

ることが確認できる上、Ｅ社から、「当時の資料等は残存していないものの、



健康保険と厚生年金保険は同時に加入していると考えられる。」旨の回答が得

られた。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間②のうち、

昭和24年１月７日から25年１月１日までの厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ事業所における昭和

25 年１月の社会保険事務所の記録から、24 年１月から同年４月までは 8,100

円、同年５月から同年 12月までは 8,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明としており、ほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無

いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 

一方、申立期間②のうち、昭和 23 年 10 月 10 日から 24 年１月７日までの

期間について、Ｅ社提出の労働者名簿から、Ａ事業所での申立人の雇入日は、

同年１月５日であることが確認できる上、申立人は既に死亡しているため、

当該期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認できない。 

申立期間①について、申立人の子は、申立人がＢ事業所に勤務していたと

申し立てている。 

しかし、Ｅ社提出の社員カードを見ると、申立人は、申立期間①当時には、

Ｄ事業所（現在は、Ｇ社。）に在籍していた旨が記載されていることが確認で

きる。 

そこで、管轄社会保険事務所が保管するＤ事業所に係る厚生年金保険被保

険者名簿を見ると、同事業所は、申立人の同事業所での厚生年金保険被保険

者資格の喪失日と同一日の昭和 20 年９月 10 日に適用事業所では無くなって

いること、また、再度、21年４月 30日から同年７月 26日まで適用事業所と

なっているものの、その後、26年９月１日まで適用事業所では無かったこと

が確認でき、申立期間①の大部分において、同事業所は適用事業所とはなっ

ていない。 

さらに、Ｇ社は、「当時の資料等は廃棄済みであり、申立期間①におけるＤ

事業所での申立人の在籍及び厚生年金保険料の控除の状況は不明である。」旨

を回答している上、同事業所に係る厚生年金保険被保険者名簿に名前が確認

できる同僚からも、同事業所での申立人の申立期間①における在籍に関する

陳述を得ることはできなかった。 

なお、Ｆ社も、「当時の資料等は廃棄済みであり、申立期間①におけるＢ事

業所での申立人の在籍及び厚生年金保険料の控除の状況は不明である。」旨を



回答している上、同事業所に係る厚生年金保険被保険者名簿に名前が確認で

きる同僚からも、同事業所での申立人の申立期間①における在籍に関する陳

述を得ることはできなかった。 

また、管轄社会保険事務所が保管するＢ事業所に係る厚生年金保険被保険

者名簿には、同事業所での申立人の被保険者資格取得日の昭和 23 年１月 20

日までの健康保険の整理番号に欠番は無く、連続して付番されていることが

確認でき、同名簿の記録に不自然な点も見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間①及び申立期間②のうち、昭和 23 年 10 月 10

日から 24年１月７日までの期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険

者として、申立期間①及び申立期間②のうち、昭和 23 年 10 月 10 日から 24

年１月７日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4448 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、Ａ社における申立人の被保険者記録のうち、申

立期間に係る資格喪失日（昭和 24 年 11 月 25 日）及び資格取得日（昭和 26

年１月 31 日）を取り消し、申立期間の標準報酬月額を 4,000 円とすることが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 24年 11月 25日から 26 年１月 31日まで 

私は、昭和 23 年４月にＡ社に入社し、47 年６月 20 日まで同社に継続し

て勤務した。 

しかし、社会保険庁の記録では、昭和 24 年 11 月 25 日から 26 年１月 31

日までが厚生年金保険の未加入期間とされているので、申立期間を厚生年金

保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、社会保険事務所の記録では、Ａ社において、昭和 23年 11月１日

に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、24 年 11 月 25 日に資格を喪失後、

26 年１月 31 日に同社において資格を再取得しており、24 年 11 月から 25 年

12月までの申立期間の被保険者記録が無い。 

しかし、Ａ社提出の労働者名簿から、申立人が、申立期間を含む昭和 23年

３月３日から 47年６月 19日まで同社に在籍していたことが確認できる。 

また、管轄社会保険事務所が保管するＡ社に係る厚生年金保険被保険者名

簿に名前が確認できる同僚は、「申立人は、同社にＢ職として申立期間中も継

続して勤務しており、業務内容及び勤務形態に変更は無かった。」と陳述して

いる。 

さらに、申立人が、自身と同じＢ職であったと陳述している同僚７人のＡ



社での厚生年金保険被保険者期間は、空白期間が無く連続していることが、

同社に係る厚生年金保険被保険者名簿から確認できる。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における申立期

間前後の社会保険事務所の記録から、4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は不明としているものの、事業主から申立人に係る被保険者資格の喪失

届及び取得届が提出されていないにもかかわらず、社会保険事務所がこれを

記録することは考え難いことから、事業主が社会保険事務所の記録どおりの

被保険者資格の喪失及び取得の届出を行っており、その結果、社会保険事務

所は、申立人に係る昭和 24 年 11 月から 25 年 12 月までの保険料について納

入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、そ

の後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。



大阪厚生年金 事案 4449 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 36年 12月 20日から 37年３月６日までの

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められることか

ら、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を 36年 12月 20日に訂正し、

当該期間の標準報酬月額を１万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年 12月 20日から 37年３月６日まで 

  ② 昭和 37年 11月 24日から 38年５月 20 日まで 

   社会保険庁の記録では、Ｂ社 （現在は、Ｃ社)。）からＡ社に出向してい

た期間のうち、昭和 36年 12月 20日から 37 年３月６日までの期間、また、

Ｄ社に勤務していた同年 11 月 24 日から 38 年５月 20 日まで期間の厚生年

金保険の記録が無い。両社に勤めていたことは間違いないので、申立期間

を厚生年金保険の被保険者と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①の昭和36年12月20日から37年３月６日までの期間については、

Ｂ社の事業主及び同僚の証言から判断すると、申立人は、同社及びＡ社に継続

して勤務し（昭和 36 年 12 月 20 日にＢ社からＡ社に異動。）、申立期間①に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

37年３月の社会保険事務所の記録から１万4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立期間①に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、厚生年金保険料を納付したか否かについては不明としているが、

同社が保存する厚生年金保険被保険者資格取得確認通知書により、同社が申

立人の資格取得年月日を昭和 37年３月６日として届け出ていることが明らか

であることから、社会保険事務所は、申立人に係る 36年 12月から 37年２月



までの保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る

申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

申立期間②の昭和 37年 11月 24日から 38年５月 20日までの期間について

は、複数の同僚の証言から、申立人は、その一部についてＤ社に勤務してい

たことは推認できる。 

しかし、Ｄ社に係る厚生年金保険被保険者名簿で昭和 36 年６月から 38 年

９月まで勤務したことが確認できる申立人の同僚は、同社に中途採用され約

半年間勤務した従業員２名を記憶していたが、同名簿にその名前を確認する

ことができず、また、同社での入社日を記憶している同僚 11名のうち８名が、

入社後１か月から５か月経過した後に厚生年金保険被保険者の資格を取得し

ていることが確認できることから、事業主は、当時、すべての従業員を入社

と同時に厚生年金保険に加入させていたわけではなかったことがうかがえる。 

さらに、Ｄ社は、「当時の資料は残されておらず、当時の事情を知る者も

いない。」と回答しており、申立人の同社における勤務の状況及び厚生年金

保険料の控除について確認することができない。 

加えて、Ｄ社に係る厚生年金保険被保険者名簿では、申立期間②及びその

前後において入社した従業員の健康保険の整理番号に欠番は無く、同名簿の

記録に不自然な点もうかがえない。 

このほか、申立人の申立期間②に係る厚生年金保険料の事業主による控除

については、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4450 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

昭和 28 年１月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 8,000 円とすること

が必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 28年１月１日から同年４月１日まで              

    厚生年金保険の加入期間について社会保険事務所に照会したところ、申立

期間について加入記録が無い旨の回答を得た。当該期間について厚生年金保

険の保険料を控除されていたことが確認できる給与支給明細書を提出する

ので、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   給与支給明細書により、申立人がＡ社に昭和 28 年１月から申立期間も継続

して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、給与支給明細書の保険料控除額

から 8,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立期間の申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は不明としており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無

いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

さらに、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に行

った否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、

行ったとは認められない。 

 



大阪国民年金 事案 3366 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45 年４月から 50 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年４月から 50年 12 月まで 

私は、昭和 43年の 11月ごろ、Ａ市で私と夫の夫婦二人分の国民年金加入

手続をした。 

その後、すぐに過去の未納分であった期間の国民年金保険料の納付書が夫

婦二人分送付されてきたので、私が申立期間の保険料を夫の未納期間の保険

料と一緒に金融機関で納付した。その時納付した保険料額は、私が約 30 万

円で、夫が約 20万円だったと思う。 

しかし、まとめて納付したはずの申立期間の保険料が未納とされており、

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 53 年７月ごろに国民年金の加入手続を行い、その後、過去

の未納であった申立期間の国民年金保険料を、夫の分と一緒に特例納付したと

申し立てている。 

しかし、申立人の夫の保険料は、昭和 53 年に国民年金に加入して現年度納

付が可能な同年４月以降は納付されているものの、申立期間を含む 41 年４月

から 53年３月までの期間は未納である。 

また、申立人が所持する自身の申立期間直後の昭和 51年１月から 53年３月

までの過年度保険料の領収証書には領収印が押されているが、申立人の夫の

52年４月から 53年３月まで（上述の未納期間の一部）の領収証書には領収印

は無く、夫の領収証書にのみ昭和 53 年度に未納の催告が行われたことを表す

「53 催」と押印されていることが確認できる。これについて、申立人の夫に

係る特殊台帳を見ると、52年度の欄に 53年度に未納の催告が行われたことが

記載されているが、同期間の保険料が納付されたことを示す事蹟
じ せ き

はない。これ



らを踏まえると、夫について、より安価な過年度保険料について納付していな

いにもかかわらず、特例納付だけを行ったと考えるのは不自然である。 

さらに、申立人夫婦が国民年金に加入した当時、その過去の未納期間は申立

人よりもその夫が長期間であり、申立人が特例納付により納付したとする保険

料額が申立人の夫の方が安価であったとする申立人の陳述は不自然であり、ま

た、夫婦二人の合計保険料も特例納付する場合に必要な額と符合しない。 

加えて、申立人が、申立人の申立期間の保険料を納付していたことを示す関

連資料は無く、申立期間について、申立人の保険料が納付されていたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の保険料を納

付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3367 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 47年１月から 53年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年１月から 53年３月まで 

私は、昭和 44年 10月ごろに妻と一緒にＡ市役所で国民年金加入手続を行

い、加入後、妻の国民年金保険料は、当時の契約先の会計事務所にお金を渡

して、その会計事務所が妻の保険料をずっと納付してくれていた。 

私は、知人の会社で加入後約３年間働いており、その間、厚生年金保険

に加入して保険料を納付していたので、私の申立期間の国民年金保険料は、

会計事務所が昭和 47 年１月から妻の分と一緒に納付してくれていたと思う。 

しかし、納付記録をみると、会計事務所が納付してくれていたはずの私

の申立期間の保険料が未納と記録されており納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人は、昭和44年10月ごろ、夫婦一緒に夫婦二人分の国民年金に加入し、

申立人の申立期間の国民年金保険料を、その妻の保険料を、国民年金加入時か

ら納付していた当時の契約先の会計事務所が、納付していたと申し立てている。 

   しかし、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 53年 10月ごろにＡ市にお

いて夫婦連番で払い出されており、この手帳記号番号を使用して申立期間の保

険料は現年度納付できず、一部の期間の保険料は、制度上、時効により納付す

ることができない。 

   また、申立期間の保険料を一緒に夫婦二人分を納付していたとする、申立人

の妻についても、申立期間の保険料は未納である。 

さらに、申立人に係る複数の氏名の別読みによる検索及び申立期間に係る国

民年金手帳記号番号払出簿の内容の調査、確認をしたが、申立人に対して別の

手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらなかった。 

加えて、申立人夫婦は、申立期間の保険料納付に直接関与しておらず、保険



料を納付していたとする当時の会計事務所は既に廃業しており、当時の保険料

の納付状況などの詳細は不明である。 

このほか、当該会計事務所が申立人の申立期間の保険料を納付していたこと

を示す関連資料は無く、申立期間の保険料が納付されていたことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の保険料を納 

付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3368 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44 年 11 月から 53 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年 11月から 53年３月まで 

私は、昭和 44 年 10 月ごろに夫と一緒にＡ市役所で国民年金加入手続を

行った。 

国民年金加入後、私の申立期間の国民年金保険料は、当時の契約先の会計

事務所にお金を渡して、その会計事務所が私の保険料をずっと納付してくれ

ていた。 

夫は、加入時から約３年間、厚生年金保険に加入しており、昭和 47年１

月以降の国民年金保険料は、私の分と一緒に会計事務所が夫婦二人分を納付

してくれていたと思う。 

しかし、納付記録をみると、会計事務所が納付してくれていたはずの私

の申立期間の保険料が未納と記録されており納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人は、昭和44年10月ごろ、夫婦一緒に夫婦二人分の国民年金に加入し、

当時の契約先の会計事務所が、申立人の申立期間の国民年金保険料を納付して

いたと申し立てている。 

   しかし、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 53年 10月ごろにＡ市にお

いて夫婦連番で払い出されており、この手帳記号番号を使用して申立期間の保

険料は現年度納付できず、一部の期間の保険料は、制度上、時効により納付す

ることができない。 

   また、申立期間のうち、昭和 47 年１月以降の保険料を一緒に夫婦二人分を

納付していたとする、申立人の夫についても、当該期間の保険料は未納である。 

さらに、申立人に係る複数の氏名の別読みによる検索及び申立期間に係る国

民年金手帳記号番号払出簿の内容の調査、確認をしたが、申立人に対して別の



手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらなかった。 

加えて、申立人夫婦は、申立期間の保険料納付に直接関与しておらず、保険

料を納付していたとする当時の会計事務所は既に廃業しており、当時の保険料

の納付状況などの詳細は不明である。 

このほか、当該会計事務所が申立人の申立期間の保険料を納付していたこと

を示す関連資料は無く、申立期間の保険料が納付されていたことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の保険料を納

付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3369 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 38年４月から 45年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年４月から 45年３月まで 

昭和 38 年４月ごろ、当時勤務していた職場の所長が、私の国民年金の加

入手続をしてくれたと思う。 

加入後は、私が、市役所又は郵便局の窓口で定期的に国民年金保険料を納

付し、その際、所持していた国民年金手帳に検認印を押してもらった記憶が

ある。        

私は、昭和 45 年度分の保険料については、まとめて納付した覚えがある

が、それ以外に保険料をさかのぼってまとめて納付した記憶は無い。            

申立期間について、納付記録が無く、未納とされていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 38年４月ころ、職場の上司が国民年金加入手続をしてくれ、

申立期間の国民年金保険料を、自身で納付していたと申し立てている。 

しかし、申立人の所持する国民年金手帳記号番号は、昭和 44 年３月ごろに

払い出されており、この手帳記号番号を使用して、申立期間のうち、43 年３

月以前の保険料は現年度納付できず、そのうち、一部期間の保険料は、制度上、

時効により納付することができない。 

また、申立人に係る複数の氏名の別読みによる検索及び申立期間に係る  

国民年金手帳記号番号払出簿の内容の調査、確認をしたところ、昭和 41 年６

月ごろに申立人の旧姓と同じ名前で手帳記号番号が払い出された後、取り消さ

れていることが確認できるところ、それ以外に申立人に対して別の手帳記号番

号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらなかった。 

なお、申立人の旧姓と同じ名前で払い出された手帳記号番号は、未納により



取り消されており、この手帳記号番号を使用して申立期間の保険料は納付でき

ない。 

さらに、申立人は、申立期間の保険料を納付した際、国民年金手帳に検認印

を押されたことは記憶しているものの、印紙についての記憶は無く、保険料納

付についての記憶は定かでない。 

加えて、申立人が、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料は

無く、申立期間の保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情も見当

たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3370 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43年 11月から 44年３月までの期間、46年 12月から 48年７

月までの期間、49 年 12 月から 50 年２月までの期間及び 51 年７月から 57 年

３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 43年 11月から 44 年３月まで 

             ② 昭和 46年 12月から 48年７月まで 

③ 昭和 49年 12月から 50年２月まで 

④ 昭和 51年７月から 57年３月まで 

 私は、昭和 43 年 11 月ごろ、両親が、Ａ市役所で私の国民年金の加入手

続を行い、その頃から、最初に厚生年金保険に加入するまでの期間の保険

料を納付してくれたと思う(申立期間①）。 

その後、厚生年金保険への加入と脱退を繰り返すが、厚生年金保険に加

入していない期間について、すべてとは言わないが、私自身で、国民年金

保険料を納付した記憶がある（申立期間②、③及び④）。 

昭和 52年３月の結婚後は、私が、集金人に夫婦二人分の保険料を一緒に

納付した（申立期間④）。 

申立期間①、②、③及び④について、納付記録が無く、未納とされてい

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 43 年 11 月ごろ、両親が申立人の国民年金加入手続を行い、

申立期間①の保険料を両親が、その後、厚生年金保険の未加入期間であった申

立期間②、③及び④の保険料を自身で納付したと申し立てている。 

しかし、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 57年 11月ごろにＡ市にお

いて夫婦連番で払い出されており、この手帳記号番号を使用して申立期間①、

②及び③の保険料は、制度上、時効により納付できない上、申立期間④の保険



料は現年度納付できず、一部期間の保険料は、制度上、時効により納付できな

い期間も含まれる。 

また、申立人は、申立期間①の納付に直接関与しておらず、保険料を納付し

ていたとする申立人の両親は、当時の納付状況について記憶が無いとしており、

当時の国民年金加入状況及び保険料納付状況などの詳細は不明である。 

さらに、申立期間④のうち、結婚後の昭和 52年３月から 57年３月までの申

立人の夫の保険料も未納である。 

加えて、申立人に係る複数の氏名の別読みによる検索及び申立期間に係る国

民年金手帳記号番号払出簿の内容の調査、確認をしたところ、昭和 44 年１月

ごろに申立人の旧姓と同じ名前で手帳記号番号が払い出された後、取り消され

ていることが確認できるところ、それ以外に申立人に対して別の手帳記号番号

が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらなかった。 

なお、申立人の旧姓と同じ名前で払い出された手帳記号番号は、未納により

取り消されており、この手帳記号番号を使用して申立期間①、②、③及び④の

保険料は納付できない。 

このほか、申立人は、申立期間②、③及び④の保険料の納付状況についての

記憶は定かでなく、また、申立人の両親が申立期間①の、申立人自身が申立期

間②、③及び④の保険料を納付していたことを示す関連資料は無く、ほかに申

立期間①、②、③及び④の保険料が納付されていたことをうかがわせる事情も

見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3371 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 37年５月から 47年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ：  昭和 17年生 

    住    所 ：    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年５月から 47年３月まで              

    私は、Ａ市に転居した翌年の昭和 47 年ごろ、市役所に連絡して、自宅に

来た集金人を通じて夫婦二人一緒に国民年金の加入手続を行った。 

加入時に、集金人から夫については、10 年前にさかのぼって国民年金保

険料を納付しないと、将来、国民年金を受給できないと聞いたので、後日、

私が、申立期間の過去の保険料をさかのぼって夫の分と一緒に集金人に納付

した。 

保険料をまとめてさかのぼって納付したのはこの一回だけである。 

申立期間の保険料は、まとめてさかのぼって納付したはずなのに、未納と

記録されており納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金に加入した昭和 47 年ごろ、申立期間の国民年金保険料

を夫の過去の未納分の保険料と一緒にさかのぼってまとめて集金人に納付し

たと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金記録をみると、申立人の国民年金手帳は、昭和

47年８月 23日に発行され、その手帳記号番号は、同年９月に夫婦連番で払い

出されていることが確認できる上、申立人の夫の特殊台帳を見ると、第２回特

例納付実施期間中の 50年１月に、申立期間のうち、43年４月から 46年 12月

までの保険料を特例納付により、47 年１月から同年３月までの保険料を過年

度納付により納付していることが確認できる。 

申立人は、加入月以降の保険料を、60歳に到達するまですべて納付すれば、

年金受給資格を確保できるところ、その夫については、それ以降の保険料を

60 歳に到達するまですべて納付しても年金受給資格を得るのに必要な 300 か



月の納付期間に不足月数があり、過去の未納期間のうち、受給権を確保するた

めに必要な昭和 43 年度以降の保険料を第２回特例納付実施期間中に特例納付

などにより納付したと考えるのが自然である。 

また、申立期間のうち、昭和 37 年５月から 43 年３月までの夫の保険料も

未納である。 

さらに、Ａ市では、過年度納付及び特例納付に係る保険料の収納は市では

取り扱っておらず、集金人が集金することは無かったとしており、申立人の

陳述と符合しない上、申立期間の夫婦二人分の保険料を一緒に納付したとす

るその夫の特例納付時期も符合しないなど、申立人の申立期間に係る保険料

納付に関する記憶は定かではない。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料は

無く、保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間の国民年金

保険料を納付していたと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3372 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 46 年 11 月から 49 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46年 11月から 49年３月まで 

    Ａ市に住んでいたころ、退職後に、国民年金に加入した。加入手続につい

ては特に市役所及び支所で行った記憶はない。また、Ａ市では国民年金手帳

は受け取っていない。 

保険料は町内の集金人に納付していた。昭和 46 年ごろは月額 400 円ぐら

いだったと思う。当時の夫が国民年金に加入していたかどうかは覚えていな

いが、夫の分の保険料を一緒に納付した記憶はない。申立期間の保険料が納

付済みであると認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ市在住のころ、退職後に国民年金に加入し、申立期間の保険料

を町内の集金人に納付していたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金の加入状況をみると、昭和 47 年５月１日に国民

年金手帳記号番号が払い出されていることが、手帳記号番号払出簿より確認で

きる。この払出時点では、申立期間のうち、同年３月以前の保険料については

過年度納付が可能であるが、申立人は申立期間の保険料を集金人に現年度納付

していたと申し立てており、符合しない。 

また、Ａ市によると、国民年金への加入手続は市役所あるいは支所で行うの

が原則であり、特に初めて国民年金手帳の交付を受ける場合は、集金人及び納

付組織を通しての加入手続は行っていなかった上、昭和 47年 10月ごろまでは

国民年金手帳への印紙検認による納付方法をとっていたことが広報紙より推

測できるとしており、市役所及び支所での加入手続を行わず、手帳の交付も受

けないまま、集金人に保険料を納付していたとの申立人の陳述は不自然である。 

さらに、申立期間の直後である昭和 49年４月から 51年３月までの期間は免



除の記録となっている上、それに続く同年４月から 52 年６月までの期間も未

納の記録となっており、申立期間を含め、これらの期間は何らかの事情により

保険料の納付が滞ったものと考えられる。 

加えて、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性について、旧姓も含

め、氏名検索を行ったほか、当時の住所地を管轄する社会保険事務所の手帳記

号番号払出簿を縦覧調査したが、その形跡は見当たらず、申立人に対して別の

手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない上、

申立人が申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情等も見当

たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3373 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 52 年４月から平成２年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 52年４月から平成２年３月まで 

    母が障害年金を受給していたので、年金については意識しており、会社を

退職後、国民年金に加入して以降、結婚後も継続して保険料を納付していた。

最初は国民年金手帳を、昭和 50 年度からは市役所から送られてきた納付書

を持ってＡ市役所の年金課の窓口に、３か月ごとに納付に行った。当時の領

収証などは引っ越しのため残っていないが、住所変更の手続もきちんと行っ

ている。申立期間が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、会社を退職後に国民年金に加入し、以後、結婚後も継続して保険

料を納付していたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金の加入状況をみると、申立人は、昭和 46 年３月

12 日にＢ市で国民年金手帳の交付を受けていることが、手帳記号番号払出簿

より確認できる。また、申立人は、同年 12 月から申立人の姉と一緒にＡ市Ｃ

町に居住していたが、47年４月 24日に国民年金にかかる転居手続を行ってい

ることが、申立人が所持する国民年金手帳より確認でき、申立期間の保険料は

現年度納付することが可能である。 

しかし、申立人は昭和 49 年５月に結婚を契機にＡ市Ｄ町へ転居しているに

もかかわらず、申立人の所持する国民年金手帳及び市の被保険者名簿のいずれ

の記録にも、申立人の同市Ｄ町への転居手続がなされた形跡がなく、Ａ市の保

険料納付方法が納付書による納付に変更になった昭和 50 年度以降、納付書は

同市Ｃ町へ送付されていたと考えられる。この住所地には、申立人の姉が引き

続き居住していたため、申立人は、申立人の姉を介して納付書を受け取り、昭

和 49年９月から 52年３月までの保険料を納付していたものと推定できる。な



お、昭和 51年度保険料は、昭和 51年４月に前納されている。 

ところが、市の被保険者名簿をみると、申立人の住所は昭和 51 年４月にＡ

市Ｅ町に変更されていることが確認できる。この住所地は申立人の姉が婚姻の

前後に居住していた住所地であるが、申立人は同市Ｄ町に居住したままであり、

この住所地においても、申立人は直接、納付書を受け取ったとは考え難い。 

また、市の被保険者名簿をみると、申立人の氏名変更がなされたのは昭和

55 年７月であり、婚姻後の納付書はすべて婚姻後の姓となっていたとする陳

述と符合しない。 

一方、昭和 55年７月には、氏名変更とともに、当時、申立人が居住してい

たＡ市Ｆ町への住所変更がなされているものの、申立人はこの時期に国民年

金にかかる手続をした記憶が無いと陳述しており、この時の氏名及び住所変

更は職権による変更であった可能性も考えられる。これらのことから、申立

人は、婚姻後の国民年金にかかる各種手続について適正に行っていたとは考

え難い。 

また、申立人の特殊台帳より、昭和 52 年度保険料を 53 年度に、同年度保

険料を 54 年度にそれぞれ催告を受けていることが確認できることから、52

年度及び 53年度の保険料が未納であったと考えられ、申立期間の保険料を現

年度納付していたとの陳述に符合しない。また、仮に過年度納付がなされた

のであれば、その時点において氏名及び住所変更手続がなされていたとみる

のが自然である。 

さらに、申立期間は 156 か月と長期間であり、かつ、この間、住所変更は

あったもののいずれの住所地もＡ市Ｇ支所管内のみにとどまっていることか

ら、かかる長期間の申立人の年金記録が失われたとは考え難い。 

加えて、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性について、旧姓も

含め、別の読み方による氏名検索を行ったほか、当時の住所地を管轄する社

会保険事務所で手帳記号番号払出簿を縦覧調査したが、その形跡は見当たら

ず、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせ

る事情は見当たらない上、ほかに申立人が申立期間の保険料を納付したこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3374 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 41 年 12 月から 44 年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年 12月から 44年２月まで 

      申立期間当時、私は学生であり、保険料は、既に死亡している母親が納付

していたと思うが、定かでない。おそらく、保険料額は大きな額ではなかっ

たと思う。 

私は、母親が口頭で、あなたの保険料は納付しているから安心しておきな

さいと言っていたのを覚えているので、申立期間が未納とされていることに

納得できない。 

なお、昭和 50 年 11月に自宅が火災により全焼となったので、保険料の領

収書は、火災の際に消失したと思う。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 41 年 12 月から 44 年２月までの国民年金保険料を母が納付

していたと申し立てている。 

   しかし、申立人に対して国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は無く、

申立期間は国民年金未加入期間であるため、保険料を納付できない状況であっ

た。なお、手帳記号番号の払出しの可能性について、類似した氏名を含む氏名

検索を行ったほか、当時の住所地を管轄する社会保険事務所の払出簿の内容を

確認したが、その存在をうかがわす形跡は無く、当時居住していたＡ市にも、

申立人の被保険者名簿が無い。 

   また、申立人は、申立期間における国民年金加入手続及び納付には直接関与

しておらず、当時の記憶は定かでないほか、実際に加入手続及び保険料を納付

していたとする両親は既に亡くなっており、当時の具体的な納付状況等は不明

である。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関係

資料（家計簿、確定申告書控え等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



                    

大阪国民年金 事案 3375 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 38 年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 38 年２月まで 

 夫の勤務先の会社が厚生年金保険から任意脱退したため、昭和 36 年４月

ごろに、夫婦一緒にＡ市で夫婦二人分の国民年金の加入手続を行い、その

後は、私が、Ａ市の窓口で夫婦二人分の国民年金保険料を納付した。それ

なのに、申立期間の保険料が未納とされているので、記録を訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人は、昭和 36 年４月ごろに、夫婦一緒にＡ市で夫婦二人分の国民年金

に加入し、その後は、申立人が夫婦二人分の国民年金保険料をＡ市の窓口で

納付したと申し立てている。 

 しかし、社会保険事務所の国民年金手帳記号番号払出簿によれば、申立人

の国民年金手帳記号番号は、昭和 47 年６月にＡ市で、任意加入として払い出

されていることが確認でき、また、申立期間は国民年金に未加入の期間とさ

れていることから、この手帳記号番号では、制度上、申立期間の保険料を納

付することはできない。このため、申立人が、申立てどおりに申立期間の保

険料を納付するためには、別の手帳記号番号の取得が必要であるが、各種読

み方による氏名検索等を行っても、申立人に対して別の手帳記号番号が払い

出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

 また、申立人は、申立期間の保険料の納付方法について、毎月、Ａ市の窓

口で現金で納付し領収書を受け取っていたと陳述しているが、申立期間当時、

Ａ市では、国民年金手帳に印紙を貼付
ちょうふ

して検認する印紙検認方式で保険料を

収納しており、領収証を発行する方式は昭和 48 年４月の開始であることから、

陳述内容と符合しない。 



                    

 さらに、申立人は、申立期間の保険料額について、毎月一人当たり 500 円

の保険料を納付していたと陳述しているところ、申立期間当時の保険料は、

一人当たり月額 100 円であり、陳述内容と符合しない。一方、社会保険事務

所の記録において、申立人の手帳記号番号が払い出され保険料納付が確認で

きる昭和 47 年当時の保険料額は、一人当たり月額 450 円又は 550 円であり、

陳述の額とほぼ符合する。 

 加えて、申立人は、申立人の夫と一緒に夫婦二人分の加入手続を行い、保

険料は夫婦二人分を納付していたと申し立てているが、社会保険事務所の記

録によれば、申立人の夫の手帳記号番号は、申立人の払出時期とは異なる昭

和 55 年４月に払い出されており、また、申立期間の保険料は、申立人の夫も

未納である。 

 このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書控等）は無く、申立人の保険料が納付されていたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



                    

大阪国民年金 事案 3376 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 38 年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 38 年２月まで 

 勤務先の会社が厚生年金保険から任意脱退したため、昭和 36 年４月ごろ

に、夫婦一緒にＡ市で夫婦二人分の国民年金の加入手続を行い、その後は、

妻が、Ａ市の窓口で夫婦二人分の国民年金保険料を納付した。 

 それなのに、申立期間の保険料が未納とされているので、記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、昭和 36 年４月ごろに、夫婦一緒にＡ市で夫婦二人分の国民年金

に加入し、その後は、申立人の妻が夫婦二人分の国民年金保険料をＡ市の窓

口で納付したと申し立てている。 

 しかし、社会保険事務所の国民年金手帳記号番号払出簿によれば、申立人

の国民年金手帳記号番号は、昭和 55 年４月に、Ａ市で払い出されているこ

とが確認でき、また、申立期間は国民年金に未加入の期間とされていること

から、この手帳記号番号では、制度上、申立期間の保険料を納付することは

できない。このため、申立人が、申立てどおりに申立期間の保険料を納付す

るためには、別の手帳記号番号の取得が必要であるが、各種読み方による氏

名検索等を行っても、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたこと

をうかがわせる事情は見当たらない。 

 また、申立人は、申立期間の保険料の納付方法について、毎月、申立人の

妻が、Ａ市の窓口で現金で納付し領収書を受け取っていたと陳述しているが、

申立期間当時、Ａ市では、国民年金手帳に印紙を貼付
ちょうふ

して検認する印紙検認

方式で保険料を収納しており、領収証を発行する方式は昭和 48 年４月の開

始であることから、陳述内容と符合しない。 



                    

 さらに、申立人は、申立期間の保険料額について、毎月一人当たり 500 円

の保険料を納付していたと陳述しているところ、申立期間当時の保険料は、

一人当たり月額 100 円であり、陳述内容と符合しない。 

 加えて、申立人は、申立人の妻と一緒に夫婦二人分の加入手続を行い、保

険料は妻が夫婦二人分を納付していたと申し立てているが、社会保険事務所

の記録によれば、申立人の妻の手帳記号番号は、申立人の払出時期とは異な

る昭和 47 年 ６月に払い出されており、また、申立期間の保険料は、申立

人の妻も未納である。 

 このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書控等）は無く、申立人の保険料が納付されていたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



                    

大阪国民年金 事案 3377 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 56 年２月から 58 年 11 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 56年２月から 58 年 11 月まで 

私が昭和 56年２月に会社を辞めた後、すぐに母親が国民年金への加入手

続を行うとともに、毎月、保険料を納めてくれていたので、申立期間が未納

とされているのは納得できない。今一度調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、会社を辞めた昭和 56 年２月から、母親が申立人の保険料を納付

していたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期をみると、昭和 58 年 11

月１日であることが同手帳記号番号払出簿から確認できる。この場合、払出時

点では、申立期間のうち、56 年９月以前は時効の成立により、既に保険料を

納付できない期間になっている。 

また、時効成立前の昭和 56 年 10 月から 58年３月までの期間については、

過年度納付は可能であったものの、その場合、申立人の母親がその都度保険料

を現年度納付してきたとの申立人の陳述とは符合しない。 

さらに、社会保険庁が保管する申立人の特殊台帳を見ると、昭和 56 年２月

の検認欄には新規取得印が確認できるとともに、国民年金手帳記号番号が払い

出された翌月の 58 年 12 月から現年度納付印が確認できる。また、昭和 58 年

度の摘要欄には催告印が確認できることから、催告は、申立期間の未納に対す

るものと考えられ、これらの記録に不自然さは無く、納付管理が適切に行われ

ていたものと推察できる。 

加えて、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性を検証するため、社

会保険庁のオンライン記録により、別読みによる申立人の氏名の確認を行った

ほか、当時の住所地を管轄する社会保険事務所において同払出簿の内容をすべ



                    

て確認したが、別の手帳記号番号の存在はうかがえず、また、申立期間の保険

料納付をうかがわせる周辺事情等も見当たらなかった。 

その上、申立人自身は、国民年金への加入手続及び保険料納付に直接関与し

ておらず、納付をめぐる記憶は定かでない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



                    

大阪国民年金 事案 3378 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 41 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 13年生 

住    所 ：  

 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 41 年３月まで 

    私は、昭和 36年３月ごろ、二人の子供の学校入学に合わせ、Ｃ地方から

Ａ市に転入した。離婚して母子家庭であったので将来のことを考え、同年４

月に国民年金に加入し、集金人に保険料を納付してきたので、申立期間が免

除とされているのは納得できない。私は、免除制度も知らないし、市役所の

職員が来られ、その当時使用していた年金手帳を持って帰ったことを記憶し

ている（後日返却済み。）。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 36 年３月ごろ、Ｃ地方からＡ市に転入し、同年４月に国民

年金に加入後、継続して保険料を集金人に納付してきたと申し立てている。 

そこで、申立人の加入手続時期について、国民年金手帳記号番号の払出日を

みると、昭和 38年５月 17日になされていることが確認できる。この場合、申

立期間は、集金人に保険料を納付できない過年度納付期間が存在することとな

るほか、36 年４月に加入したとする陳述とも符合しない。また、Ａ市の集金

人による納付制度は 37 年４月から開始されており、この点においても申立人

の陳述とは符合しない。 

また、昭和 47年 10月にＡ市からＢ市へ転居している申立人の保険料納付記

録について、Ａ市の被保険者名簿を見ると、申立期間は「法定免除」の印、後

続する昭和 41 年度からは「完納」の印が確認できるとともに、同名簿の備考

欄には、昭和 63年１月 23日に社会保険事務所からの回答を受け、申立期間を

法定免除として認識した形跡がうかがえ、当初は、未納と管理していたものと

推察できる。一方、申立人は、これまで生活保護など法定免除の要件を具備し



                    

たことはないと陳述しており、この点についての経緯は明らかにできないが、

仮に、Ａ市以降の居住地において法定免除の記録が追加処理される場合におい

ても、制度上、納付済期間を除いて免除とされることから、当該居住地におい

ても、申立期間の保険料は納付されていないと認識していたものと考えられる。 

さらに、申立期間は 60 か月と長く、これほど長きにわたって行政側が事務

処理の誤りを継続することは考え難い。 

加えて、別の手帳記号番号による納付の可能性を検証するため、社会保険庁

のオンライン記録により、別読みによる申立人の氏名の確認を行ったほか、当

時の住所地を管轄する社会保険事務所において同払出簿の内容をすべて確認

したが、別の手帳記号番号の存在はうかがえず、また、申立期間の保険料納付

をうかがわせる周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



                    

大阪国民年金 事案 3379 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 38年４月から 40年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 38 年４月から 40 年３月まで 

    結婚して間もなくの昭和 38 年４月ごろに、自宅に訪ねてきた集金人に勧

められて夫婦二人で国民年金に加入し、その日から一人 100円又は 200円の

夫婦二人分の保険料を毎月現金で納めてきたが、集金人を信用しきっていた

ので領収書をもらっていなかった。 

    当時は年金手帳があることを知らず、手元に渡してもらっていなかった。

それを受け取ったのは昭和 43年７月ごろだった。 

    きっちりと納付していた期間が未納とされ、悔しい思いでいっぱいだ。よ

く調べ直してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金への加入手続時期について、国民年金手帳記号番号払出簿

の記録をみると、昭和 40 年７月 27 日に払い出されていることが確認できる。

また、この点については、申立人が所持する国民年金手帳の印紙検認記録欄が、

手続年度である昭和 40 年度分から作成されている状況と整合している。この

場合、払出時点において、申立期間は過年度納付となるが、町の集金人は現年

度保険料しか取り扱っていなかったことから、集金人に納付したとする申立人

の陳述とは符合しないほか、昭和 38 年４月ごろに夫婦で加入したとの陳述と

も符合しない。           

また、申立人自身、過去の保険料をさかのぼって納付したことは無いと陳述

している。 

さらに、申立人と一緒に夫婦二人分の保険料を納めたとしている申立人の

夫の納付記録をみると、申立期間は申立人と同様に未納であることが社会保

険庁のオンライン記録から確認できる。 



                    

加えて、別の手帳記号番号による納付の可能性を検証するため、社会保険

庁のオンライン記録により申立人の氏名の確認を行ったほか、当時の住所地

を管轄する社会保険事務所において同払出簿の内容をすべて確認したが、別

の手帳記号番号の存在はうかがえず、また、申立期間の保険料納付をうかが

わせる周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



                    

大阪国民年金 事案 3380 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 38年４月から 40年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ：  昭和 11 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 38 年４月から 40 年３月まで 

結婚して間もなくの昭和 38年４月ごろに、自宅に訪ねてきた集金人に勧

められて妻が夫婦二人分の国民年金に加入し、その日から一人 100円又は

200円の夫婦二人分の保険料を毎月現金で納めてきたが、集金人を信用しき

っていたので領収書をもらっていなかった。 

当時は年金手帳があることを知らず、手元に渡してもらっていなかった。

それを受け取ったのは昭和 43年７月ごろだったと記憶している。 

きっちりと納付していた期間が未納とされ、悔しい思いでいっぱいだ。よ

く調べ直してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人夫婦の国民年金への加入手続時期をみると、申立人の国民年金手帳記

号番号が結婚前の昭和 36年１月 28日に払い出されているのに対し、申立人の

妻の同手帳記号番号は結婚後の40年７月27日に払い出されていることが同手

帳記号番号払出簿から確認でき、結婚後間もない 38 年４月ごろに夫婦そろっ

て加入したとする申立人の陳述とは符合しない。 

また、申立人が所持する国民年金手帳を見ると、申立期間に係る印紙検認

記録欄には保険料を現年度納付した場合に押されるべき検認印が認められず、

月々、集金人に現年度納付したとする陳述とは符合しない。 

さらに、申立人と一緒に夫婦二人分の保険料を納めたとする申立人の妻の

納付記録をみると、申立期間は申立人と同様に未納となっていることが社会

保険庁のオンライン記録から確認できる。 

加えて、別の手帳記号番号による納付の可能性を検証するため、社会保険

庁のオンライン記録により申立人の氏名の確認を行ったほか、当時の住所地



                    

を管轄する社会保険事務所において同払出簿の内容をすべて確認したが、別

の手帳記号番号の存在はうかがえず、また、申立期間の保険料納付をうかが

わせる周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



                    

大阪国民年金  事案 3381 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年６月から 40年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36年６月から 40年３月まで 

昭和 36 年６月にＡ市に引っ越して間もないころ、市の集金人が自宅に訪

れ、国民年金という制度ができたということで加入を勧められ夫婦二人で加

入した。その後は、妻が夫婦二人分の保険料を集金人に納めていた。それな

のに未納とされているのはおかしい。当初保険料は月額 150円ぐらいで３か

月ごとに妻が夫婦二人分をまとめて支払い、一度の合計は 1,000円に満たな

い額であったと思う。集金人に印紙検認してもらった手帳は引っ越しの際に

紛失し、現在は二人共持っていない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 36年６月ごろに夫婦で国民年金の加入手続を行い、その後

は、妻が継続的に集金人に夫婦二人分の保険料を納めていたので、申立期間

の未納扱とされていることに納得できないと申し立てている。 

そこで、申立人の加入手続時期をみると、申立人が所持する年金手帳の発

行日から昭和 41 年 11 月になされたものと推定できる。この場合、加入時点

では、申立期間のうち、39 年９月以前の保険料は時効の成立により、既に納

付できない期間になっているほか、36 年６月ごろに加入し、現年度納付を開

始したとする申立人の陳述とは符合しない。 

また、申立人について、申立期間直後の納付記録をみると、昭和 40年４月

から同年７月までの保険料を 43年 11月に、40年８月から 41年３月までの保

険料を同年 12月にそれぞれ過年度納付していることが、申立人が所持する領

収証から確認でき、加入手続以降は、一貫して現年度納付していたとする申

立人の陳述とも符合しない。 

さらに、一緒に夫婦二人分を納付したとする妻の納付記録をみると、申立



                    

期間は未納となっている。 

加えて、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性を検証するため、

社会保険庁のオンライン記録により、別読みによる申立人の氏名の確認を行

ったほか、当時の住所地を管轄する社会保険事務所において同払出簿の内容

をすべて確認したが、別の手帳記号番号の存在はうかがえず、また、申立期

間の保険料納付をうかがわせる周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



                    

大阪国民年金  事案 3382 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年６月から 41年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36年６月から 41年３月まで 

昭和 36 年６月にＡ市に引っ越して間もないころ、市の集金人が自宅に訪

れ、国民年金という制度ができたということで加入を勧められ夫婦二人で加

入した。その後は、私が夫婦二人分の保険料を集金人に納めていた。それな

のに未納とされているのはおかしい。当初保険料は月額 100円ぐらいで３か

月ごとに夫婦二人分をまとめて支払い、一度の合計は 1,000円に満たない額

であったと思う。集金人に印紙検認してもらった手帳は引っ越しの際に紛失

し、現在は二人共持っていない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 36年６月ごろに夫婦で国民年金の加入手続を行い、その後

は、自分が継続的に集金人に夫婦二人分の保険料を納めていたので、申立期

間の未納とされていることに納得できないと申し立てている。 

そこで、申立人の加入手続時期をみると、夫婦連番で国民年金手帳記号番

号の払い出しを受けている夫の年金手帳の発行日から昭和 41 年 11 月になさ

れたものと推定できる。この場合、加入時点では、申立期間のうち、39 年９

月以前の保険料は時効の成立により、既に納付できない期間になっているほ

か、36 年６月ごろに加入し、現年度納付を開始したとする申立人の陳述とは

符合しない。 

また、申立人の夫の納付記録をみると、加入手続時点で過年度納付が可能

であった昭和 40年４月から 41年３月までの保険料を同年 12月以降の 2度に

分け過年度納付していることが、夫が所持する領収証から確認でき、加入手

続以降は、一貫して現年度納付していたとする申立人の陳述とは符合しない。 

さらに、この過年度納付について見ると、加入手続時点で既に 37歳に達し



                    

ていた申立人の夫は、手続以降、60 歳に達するまで納付を継続しても、受給

権確保に必要な 288 か月の納付期間に８か月不足することから、行政側によ

る勧奨を受けなされたものと推定できる。一方、夫より６歳以上若い申立人

についてはその必要性はなかった。 

加えて、一緒に夫婦二人分を納付したとする夫の納付記録をみると、この

過年度納付期間を除き、申立期間は未納となっている。 

また、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性を検証するため、社

会保険庁のオンライン記録により、旧姓を含めた別読みによる申立人の氏名

の確認を行ったほか、当時の住所地を管轄する社会保険事務所において同払

出簿の内容をすべて確認したが、別の手帳記号番号の存在はうかがえず、ま

た、申立期間の保険料納付をうかがわせる周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



                    

大阪国民年金 事案 3383 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 37年４月から 39年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

      生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨  

        申 立 期 間 ： 昭和 37年４月から 39年６月まで 

        結婚後の昭和 37 年４月ごろ、集金人の勧めで、夫が国民年金の加入手続

をしてくれたと思う。 

また、加入手続後に国民年金手帳の交付を受けたはずと思う。 

申立期間の保険料は、３か月ごとに店に来る区役所の女性集金人に、夫が

夫婦二人分の保険料を納付してくれて、その時、手帳に検認印を押してもら

ったはずである。月額保険料は 100円であったと記憶している。 

申立期間の保険料について、夫が納付済みとなっているのに、私の分が未

納とされているのは納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 37 年４月ごろ、夫が、国民年金の加入手続をして、申立期

間の国民年金保険料については、区役所の女性集金人に納付してくれていたと

申し立てている。 

しかし、国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳記号

番号は、昭和 41 年６月１日に払い出されており、この手帳記号番号払出時点

においては、申立期間のうち、37 年４月から 38 年 12 月までの国民年金保険

料は制度上、納付することができず、また、39 年１月から同年６月までの保

険料は過年度保険料となり、集金人に納付することはできない。 

また、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手帳

記号番号の払出しの有無について、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査及

び氏名の別読み検索などを行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出され

たことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

さらに、申立期間の国民年金保険料納付を担っていた申立人の夫の記憶は不

明確であり、申立期間の保険料納付をめぐる事情を酌み取ろうとしたが、新た

な周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



                    

大阪国民年金 事案 3384 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 41 年９月及び同年 10 月並びに 42 年３月の国民年金保険料に

ついては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住        所 ：   

          

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  ① 昭和 41年９月及び同年 10月 

           ② 昭和 42年３月 

国民年金の加入については、はっきりとは覚えていないが、会社退職後の

昭和 41年 10月ごろ、自分でＡ区役所に出向き、手続をしたと思う。 

申立期間①の保険料については、加入手続後、区役所で納付したはずであ

る。 

申立期間②の保険料については、夫と同居を始めた昭和41年10月以降は、

いつも夫婦二人分の保険料を一緒に、自分がＡ区役所で納付していたので未

納であるはずはない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民

年金手帳記号番号は、昭和 43年１月 10日に払い出されており、また、年金加

入記録をみると、厚生年金保険被保険者資格を喪失した翌日の 42 年３月 28

日に、初めて国民年金強制加入被保険者資格を取得していることが確認でき、

当該期間は国民年金の未加入期間であることから、制度上、国民年金保険料を

納付することはできない。 

次に、申立期間②について、申立人の国民年金手帳記号番号払出時点におい

て、当該期間の国民年金保険料は過年度保険料となり、区役所及び集金人に納

付することはできないところ、申立人は区役所以外で保険料を納付した記憶は

無いとしている。 

また、申立期間①及び②の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民

年金手帳記号番号の払出しについて、手帳記号番号払出簿の縦覧調査及び氏名

の別読み検索などを行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出されていた



                    

ことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

さらに、申立期間①及び②の国民年金保険料納付をめぐる事情を酌み取ろう

としたが、新たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間①及び②の

国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。



                    

大阪国民年金 事案 3385 

 

第１ 委員会の結論 

      申立人の昭和 57 年１月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名  ： 男 

        基礎年金番号  ：  

        生 年 月 日        ： 昭和９年生 

        住    所  ：    

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間        ： 昭和 57 年１月から 61 年３月まで 

    時期は明確ではないが、外国人も国民年金に加入できることを知り、Ａ

市役所で加入手続をした。妻の分と同時に加入手続したのかどうか分から

ないが、いずれも私が手続をした。 

自分の分の加入手続をした時、担当職員から、過去２年分の未納保険料

についてはさかのぼって納付できることを聞いたので、納付書を発行して

もらい、20 万円ほどを銀行で納付した。 

申立期間の保険料が、未納とされていることは納得できない。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、時期は明確ではないが、国民年金に加入手続をした際、申立期

間の国民年金保険料について、さかのぼって納付したと申し立てている。 

しかし、制度上、外国籍の者に対する国民年金加入は、昭和 57 年１月から

認められたものの、当初は当該時点以降しか加入資格期間として算定されず、

その後、61 年４月の法改正により、56 年 12 月以前の 20 歳以上 60 歳未満の

期間が合算対象期間とされた。  

申立人の場合、昭和 57 年１月当時、既に 47 歳であったことから、この時

点においては、加入後 60 歳到達まで保険料を完納しても受給資格期間である

25 年を満たすことはできなかったことから、61 年４月の法改正により年金受

給権を確保できることが可能となった後に加入手続を行ったものと考えられ

る。 

そこで、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期を検証すると、申立人

の手帳記号番号の直近の手帳記号番号に係る被保険者の状況からみて、早く

とも昭和 63 年２月以降であると推認でき、この手帳記号番号払出時点におい



                    

て、申立期間のうち、57 年１月から 60 年 12 月までの期間の国民年金保険料

は、制度上、納付することができない上、申立人は、加入当初から付加保険

料も納付しているとも陳述しているところ、社会保険事務所のオンライン記

録を見ると、付加保険料の加入手続は 63 年５月 23 日になされていることが

確認でき、手帳記号番号払出の推認時期とも符合する。 

また、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査及び

氏名の別読み検索などを行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出され

たことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

さらに、申立人は、加入手続後、20 万円ぐらいを一括納付したとしている

が、申立期間直後の昭和 61 年度及び 62 年度分を、国民年金手帳記号番号払

出時期と推認される昭和 63 年当時に、過年度保険料して一括納付した場合の

保険料は 17 万 4,000 円となることから、この時の納付と混同して記憶してい

る可能性も否定できない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



                    

大阪国民年金 事案 3386 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47 年６月から平成３年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号  ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住 所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間   : 昭和 47年６月から平成３年７月まで 

私は、昭和 47年６月に再就職したが、会社では厚生年金保険に加入させ

てもらえなかったので、平成３年８月に自らが経営する会社で厚生年金保

険に加入するまでの間、国民年金に加入していた。 

亡き妻がＡ区役所で、私の国民年金と国民健康保険の加入手続を行い、

加入当初は集金人に保険料を納付してくれていたことを記憶している。 

また、集金人が来る前には、保険料としてまとまった金額を妻に渡して

いた記憶もある。 

申立期間の保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 47 年６月に、妻が、Ａ区役所で国民年金と国民健康保険の

加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料を集金人に納付したと申し立てて

いる。 

しかし、社会保険事務所の年金加入記録をみると、申立人に係る国民年金被

保険者資格の取得履歴は確認できない上、申立期間当時の住所地の市役所等に

も申立人に係る被保険者名簿は見当たらない。 

また、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な国民年金手帳記号

番号の払出しについて、申立人の居住履歴のある住所地を管轄する各社会保険

事務所において、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査及び氏名の別読み検

索などを行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわ

せる事情等は見当たらなかった。 

さらに、申立期間は 230か月に及んでおり、これほど長期間にわたって国民

年金保険料の収納及び記録管理において事務的過誤が繰り返されたとも考え



                    

難い。 

加えて、申立人の国民年金の加入手続及び国民年金保険料納付を行ったとす

る申立人の妻は既に他界しており、保険料納付等をめぐる事情を酌み取ろうと

したが、新たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



                    

大阪国民年金 事案 3387 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成７年４月及び同年５月の国民年金保険料（付加保険料を含む。）

並びに同年６月の付加保険料については、納付していたものと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成７年４月及び同年５月 

             ② 平成７年６月 

私は、経営する店から近いＡ銀行Ｂ支店の窓口において、郵送されてきた

納付書により、毎月、申立期間の夫婦二人分の保険料（付加保険料を含む。）

を納付した。 

しかし、Ｃ市役所の国民年金納付記録をみたところ、申立期間①について

は定額保険料及び付加保険料とも未納とされ、申立期間②については、定額

保険料のみ納付したこととなっていることが分かった。 

申立期間の保険料について、妻は定額保険料及び付加保険料とも納付済み

とされているのに、私だけが未納の部分があることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、毎月、納付書により申立期間の夫婦二人分の定額保険料及び付加

保険料を納付したと申し立てている。 

しかし、申立期間②について、社会保険事務所のオンライン記録を見ると、

当該期間の定額保険料は、時効直前の平成９年７月 28 日に過年度納付されて

いることが確認でき、付加保険料については制度上、過年度納付することはで

きない。 

一方、申立人は、平成９年８月に高齢任意加入し、同年８月から 10 年５月

までの 10 か月の国民年金保険料を納付しており、上記の申立期間②の１か月

と併せて老齢基礎年金を満額受給できる加入可能年数 34 年（408 か月）を確

保していることが確認できる。 

これらのことから、申立期間①については、高齢任意加入当時は未納であっ



                    

たものの、既に時効が成立していたため、定額保険料及び付加保険料とも納付

できなかったと考えるのが相当である。 

また、申立期間の国民年金保険料を納付するためには、別の国民年金手帳記

号番号の払出しが必要であるところ、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査

及び氏名の別読み検索などを行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出さ

れたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料納付を行ったとする事情を酌み

取ろうとしたが、新たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間①の国民年

金保険料(付加保険料を含む。)及び申立期間②の付加保険料を納付していた

ものと認めることはできない。



                    

大阪国民年金 事案 3388 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49年３月から 50年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年３月から 50年３月まで 

    私は国民年金に加入していなかったので、夫が会社を辞めた昭和 49 年ご

ろ、自分でＣ市Ａ区役所の窓口で夫婦二人分の国民年金加入手続を行った。 

また、自ら国民年金加入手続に行ったからには、保険料も納付して帰った

はずである。 

いつごろか忘れたが、夫の納付書は社会保険事務所から送付されているこ

とに気付き、Ｂ社会保険事務所に確認に行ったところ、同所職員から私の分

の納付書は送付されていないと言われたのであぜんとした。 

申立期間の保険料を主人が納付済みであるのに、私の分だけ未納とされて

いるのは納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、夫が会社を退職した昭和 49 年ごろ、Ａ区役所で夫婦二人分の

国民年金加入手続を行い、その際、申立期間の国民年金保険料を納付したと

申し立てている。 

しかし、国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳記

号番号は、夫婦連番で昭和 50 年 11 月 13 日に払い出されており、この手帳

記号番号払出時点においては、申立期間の国民年金保険料は過年度保険料と

なり、制度上、区役所で納付することはできない。 

また、申立人の夫の国民年金保険料領収証書及び特殊台帳を見ると、未納

催告を受けて未納となっていた申立期間の保険料を昭和 52年１月 10日に過

年度納付していることが確認できる一方、申立人の特殊台帳を見ると、未納

催告及び過年度納付の事跡
じ せ き

は見当たらない。 

このことについて、当時、Ｃ市では年金受給権確保の観点から、35 歳以

上で 60 歳に至るまでの間、未納無く保険料を納付したとしても、年金受給



                    

資格期間が不足する者を対象に過年度納付の勧奨を行っていたとしており、

夫が過年度納付した時点において、夫は既に 36 歳であったことから、過年

度納付の必要があった一方、申立人は 31 歳であったことから、その必要は

無かった。 

さらに、申立人は申立期間の国民年金保険料をさかのぼって納付した記憶

は無いとも陳述している。 

加えて、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金

手帳記号番号の払出しについて、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査及

び氏名の別読み検索などを行ったが、申立人に別の年金手帳記号番号が払い

出されたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 4451 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年２月から 47年８月まで 

    私は、昭和 45年２月から 47年８月までの期間、Ａ社の支店でＨ職として

勤務していた。勤務先の支店はＢ市Ｃ区Ｄ町にあった。 

社会保険庁の記録によると、Ａ社における勤務期間が厚生年金保険に未加

入とされているが、同社において勤務していたことは間違いないので、申立

期間について厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  昭和 48 年版職業別電話帳に「Ａ社」（Ｂ市Ｅ区）の記載が認められ、「Ｂ

市Ｃ区Ｄ町」に同社Ｆ支店があったことが確認できる。 

  一方、商業登記簿によると、Ａ社は昭和43年11月＊日に設立されているが、

同社Ｆ支店の設立は、申立期間後の 47年 10 月＊日となっており、当時の同僚

からも、「Ａ社Ｆ支店が設立されたのは昭和 47 年 10 月ごろであった。｣旨の

陳述が得られたことから、申立人が、申立期間中に同社Ｆ支店に勤務していた

とは考え難い。 

また、Ａ社におけるＨ職のリーダーで、同社Ｆ支店にも打合せのために出向

いていた旨陳述している同僚は申立人のことは覚えていないとしているほか、

申立人が唯一名前を覚えていた同僚も、社会保険事務所が保管する同社に係る

厚生年金保険被保険者名簿で記載が認められず、申立人が、同社Ｆ支店開設後

に当該支店に勤務していた事情もうかがえない。 

さらに、Ａ社が厚生年金保険適用事業所となった昭和 46 年 11 月１日以降

48 年１月下旬までの期間において、社会保険事務所が保管する同社に係る厚

生年金保険被保険者名簿の健康保険整理番号に欠番はなく、申立人に係る記録

が失われたとは考え難い。 



なお、申立人が、Ａ社Ｆ支店開設後、次の職場であるＧ事業所（昭和 48 年

２月２日に厚生年金保険被保険者資格を取得。）に勤務するまでの３か月余り

の期間のうち、一定期間において同社Ｆ支店に勤務していたとしても、当時の

同僚から、｢Ｈ職は仕事がきつくて入社してもすぐに辞める人が多く、出入り

が激しかったので、入社後しばらくは社会保険には加入させていなかったと思

う。｣旨の陳述が得られたことから、当該期間については、試用期間として厚

生年金保険被保険者資格の取得手続が行われていなかったと考えるのが相当

である。 

  このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4452 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56年 12月１日から 62 年１月 5日まで 

    私は、Ａ社において、昭和 50年９月１日（厚生年金保険の新規適用日は、

昭和 56年３月１日。）から平成９年 10月 31日まで継続して勤務していたが、

社会保険庁の記録によると、同社における勤務期間のうち、昭和 56 年 12

月１日から 62 年１月５日までの期間が厚生年金保険に未加入とされている。 

Ａ社は、Ｂ県知事からＣ業の許可（３年ごとの更新。）を受けており、申

立期間当時、私が当該許可に係る「経営業務の管理責任者」を勤めていたが、

同管理責任者となるためには社会保険に加入していることが要件となって

いる。 

申立期間においてＡ社に勤務し、厚生年金保険に加入していたことは間違

いないので、被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所が保管するＡ社に係る厚生年金保険被保険者名簿によると、

申立人が、申立期間中の昭和 57 年４月２日から同年６月１日までの期間にお

いて同社の事業主代理人に選任されている旨の記載が確認できることから、申

立人が、申立期間当時、同社に勤務していたことは認められる。 

一方、社会保険事務所が保管するＡ社に係る厚生年金保険被保険者名簿によ

ると、申立人は、昭和 56年 12月１日にいったん被保険者資格を喪失した際に

健康保険証を返納しており、その後、62年２月 27日に被保険者資格の再取得

（取得日は、昭和 62年１月５日。）の届出が行われていることが認められる。 

ところで、当該被保険者名簿によると、Ａ社は、申立人に係る厚生年金保険

被保険者資格の再取得の届出日の直前の昭和62年２月18日に社会保険事務所

による総合調査を受けていることが確認できるところ、申立人に係る事業主代



理人選任記録、及び上記被保険者資格の再取得届出日を踏まえると、申立人は

社会保険庁の記録上、56年 12月１日にいったん被保険者資格を喪失したこと

になっているが、実際には申立期間中も継続して同社に勤務しており、総合調

査の結果、被保険者資格の取得漏れの指摘を受けたため、62 年の最初の月曜

日である１月５日に遡及
そきゅう

して被保険者資格の再取得が行われたと考えるのが

相当である。 

また、本来であれば、厚生年金保険被保険者資格の再取得は、保険料納付に

係る時効に該当する期間を除き、申立期間中にまで遡及して行われるべきとこ

ろ、申立期間については、総合調査において保険料控除が認められなかったこ

とから、事業所の判断により遡及取得の対象とされなかったと考えるのが相当

である。 

   さらに、申立人は、申立期間当時の保険料控除及び健康保険証について、「ま

ったく記憶にない。」旨陳述しているほか、申立期間当時を知る同僚は全員死

亡又は連絡先不明となっており、このほかに申立人が申立期間において事業主

により給与から厚生年金保険料を控除されていたことをうかがわせる事情等

は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4453 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 25年 12月 15日から 31年８月１日まで 

  ② 昭和 51年７月１日から 52年 11月１日まで 

私は、昭和 25 年 12月＊日に設立されたＡ社において設立日から勤務して

いた。同社は兄が代表取締役、父が取締役を勤めていたが、実質的には私が

取り仕切っていた。社会保険事務に関しても、時期は覚えていないが、高齢

の監査役から引き継ぐ形で私が行うようになった。社会保険庁の記録による

と、同社における勤務期間のうち、厚生年金保険新規適用日（昭和 25 年 12

月 15 日。会社設立と同時。）から 31 年８月１日までの期間が厚生年金保険

に未加入とされているが、当該期間において同社に勤務していたことは間違

いないので、被保険者期間として認めてほしい（申立期間①）。 

私は、昭和 51年４月 15日に設立されたＢ社においても、設立日から社会

保険事務を含め経理等の事務を行っていた。同社設立時には、まだＡ社が存

在しており、昼は妻と共にＢ社に勤務し、夕方から自宅の裏にあるＡ社で勤

務していた。社会保険庁の記録によると、Ｂ社における勤務期間のうち、厚

生年金保険新規適用日（昭和 51 年７月１日）から 52 年 11 月１日までの期

間が厚生年金保険に未加入とされているが、当該期間において同社に勤務し

ていたことは間違いないので、被保険者期間として認めてほしい（申立期間

②）。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、Ａ社の商業登記簿において、申立人が申立期間を通

じ同社の役員（監査役）であったことが確認できること、及び申立期間当時の

複数の同僚の陳述から、申立人が、申立期間において同社に勤務していたこと

は認められる。 



一方、社会保険事務所が保管するＡ社に係る厚生年金保険被保険者名簿によ

ると、同社設立時から代表取締役であった兄、及び取締役であった父が申立人

と同一日の昭和 31 年８月１日に被保険者資格を取得しており、当該３人の厚

生年金保険被保険者記号番号は連番となっていること、及び同被保険者名簿の

事務担当者氏名欄に「申立人氏名 31.８.１」の記載が認められることの事情

を踏まえると、申立人は同年８月１日付けで同社の社会保険事務担当者となり、

その際それまで何らかの事情により厚生年金保険に未加入となっていた申立

人を含む身内の役員３人に係る被保険者資格の取得手続を一括して行ったと

考えるのが相当である。なお、申立人は、兄の被保険者資格の取得日が同年８

月１日となっていることについて、「厚生年金保険制度上、申立期間当時は、

代表取締役は被保険者となることができなかったので加入が遅れたものと思

う。」旨陳述しているところ、25年当時から法人の代表者は厚生年金保険の強

制加入対象となっていた。 

   また、申立人は、「実質的に自分がＡ社の業務を取り仕切っており、社会保

険事務に関しても、担当者となる前から高齢の担当者に代わって届出等につい

ては自分が窓口に出向いていた。」旨申し立てているところ、経営者として会

社運営全般のほか、社会保険関係手続にも関わっていた申立人が、５年８か月

にわたり、自らの厚生年金保険加入手続漏れに気付かないのは不自然である。 

      さらに、仮に申立人の厚生年金保険料が給与から控除されていたとしても、

「厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律」第１条第

１項ただし書では、「特例対象者（申立人）が、当該事業主が厚生年金保険の

保険料納付義務を履行していないことを知り、又は知り得る状態であったと認

められる場合については、記録訂正の対象とすることはできない。」旨規定さ

れているところ、申立人については、本人の陳述から、Ａ社の業務を事実上取

り仕切っており、加えて社会保険事務にも関与していたことがうかがえること

から、同法第１条第１項ただし書に該当すると認められ、申立期間について記

録訂正の対象とすることはできない。 

このほか、申立人が申立期間①において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

申立期間②については、Ｂ社の商業登記簿において、申立人が申立期間を通

じ同社の役員（取締役及び監査役）であったことが確認できること、及び申立

期間当時の複数の同僚の陳述から、申立人が、申立期間において同社に勤務し

ていたことは認められる。 

   一方、申立人は、申立期間において、昼間はＢ社に勤務し、夕方からＡ社に

勤務していた旨申し立てているところ、社会保険庁の記録によると、申立人は、

申立期間のうち、昭和51年７月１日から52年10月31日までの期間について、

Ａ社において厚生年金保険に加入していることが確認できる。そこで、申立人

が、同時に、Ｂ社においても別の記号番号を取得して厚生年金保険に加入して



いたとすれば、通常、健康保険の二重加入を解消し、保険料計算を両社で案分

するため、社会保険事務所に対し「二以上事業所勤務届」を提出するのが自然

であると考えられるところ、社会保険事務所が保管する両社に係る厚生年金保

険被保険者名簿及び社会保険庁の記録において、当該届出が提出された記録は

確認できない。 

   また、申立人は、Ａ社において社会保険事務担当者となっており、一方、Ｂ

社においても、社会保険事務を含めた経理等の事務を担当していた旨申し立て

ているところ、両社における自らの年金加入状況について、責任者として知り

得る立場にあるにもかかわらず、１年４か月の間、二以上事業所勤務の届出も

出さず、何ら手続を行わなかったのは不自然である。 

このほか、申立人が申立期間②において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金被保険者とし

て、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4454 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、申立人が主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 58年３月１日から 60年７月 21日まで 

    私は、Ａ事業所にて、昭和 54年６月４日からＢ職として 16万円の標準報

酬月額で勤務し、56 年２月 21 日に一度退職した際の標準報酬月額は 20 万

円であった。再び 58 年３月１日から 60 年７月 21 日まで以前と同様の条件

で勤務したにもかかわらず、標準報酬月額が９万 2,000円と記録されている。

申立期間も以前と同様の条件で勤務していたので、標準報酬月額を最初に勤

務していた時の退職時と同じ 20万円と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ事業所でＢ職として勤務し、その後、いったん退職したが、最

初に勤務したときと給与等も同じ条件で再度勤務したと申し立てている。 

しかしながら、Ａ事業所からは、「現在もフルタイム勤務者とパートタイム

勤務者の給与には２倍程度の差がある。当時の資料によると、フルタイム勤務

でＢ職として勤務していた者の標準報酬月額と申立人の標準報酬月額には約

２倍の差がみられることから、申立人は、当時、パートタイム勤務者であった

と思う。」旨の回答が得られた。 

そこで、申立期間当時に勤務していた同僚に照会したところ、複数の同僚か

ら、申立人は申立期間についてはパートで勤務していたとの回答が得られた。 

また、社会保険庁の被保険者記録によると、当時、Ａ事業所において、パー

トタイムの勤務者であった者の標準報酬月額は、いずれも 10 万円前後となっ

ていることが確認できることから、パートタイム勤務者として雇用していたも

のと推定される申立人の標準報酬月額に不自然な点は見られないほか、同事業

所提出の健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認及び標準報酬決定通知



書の写しによると、当時、同事業所は社会保険庁の記録どおりの報酬額で届出

を行っていることが確認できる。 

このほか、申立人は、主張する標準報酬月額に相当する保険料額が控除され

ていることが確認できる資料は無いとしており、また、Ａ事業所においても、

申立期間当時の賃金台帳などの申立人に係る保険料額を明らかとする資料は

無いとしており、申立人が申立期間において、事業主により給与から申立人主

張の標準報酬月額に相当する厚生年金保険料を控除されていたことをうかが

わせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4455 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33年７月から 34年８月まで 

    私は、昭和 33年７月ごろから 34年８月ごろまでＡ社に勤務し、Ｂ業務を

担当した。その間に、同僚で先に入社していた女性に仕事を教えたことがあ

る。また、同社で１歳から２歳上であった男性の同僚及び指導係の同僚も記

憶している。しかし、同社での厚生年金保険の加入記録が無いことに納得で

きないので、申立期間について厚生年金保険被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ社での在職については、申立人が名前を挙げた同僚の厚生年金保

険被保険者記録が確認できるほか、申立人の同社における担当業務等の陳述内

容が具体的であることなどから、期間は特定できないものの、推認される。 

しかしながら、申立人が名前を挙げた同僚は既に亡くなっているか所在不明

のため、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿から同社に長期間在籍していた

者に照会したものの、申立人の申立期間における厚生年金保険料控除等につい

て確認することはできない。 

また、上記抽出調査した複数の同僚は、いずれも自身が記憶している入社日

に対し、厚生年金保険の資格取得日は数か月から約１年後となっていることか

ら、申立期間当時、同社では必ずしもすべての社員を入社と同時に厚生年金保

険に加入させていた訳では無かったことがうかがわれる。 

仮に、申立人主張のとおり昭和 33 年７月に厚生年金保険被保険者資格取得

届が提出され、保険料が控除されていた場合、34 年８月１日には定時決定が

行われ、その後資格喪失届も提出されていたと考えられるところ、これらいず

れの機会においても事業所及び社会保険事務所が申立人の記録漏れに気づか

ず、記録を誤ったとも考え難い。 



さらに、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による

検索を行っても、申立人の申立期間における被保険者記録を確認することはで

きない。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4456 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33年４月 29日から 34 年４月１日まで 

    私は、昭和 25年から平成 10年４月まで１日も休まず働き、申立期間中も

Ａ事業所で働いていた。申立期間当初に同事業所Ｂ役員の養子に入ったので、

名字の違いによる厚生年金保険の記録漏れかもしれないが、申立期間も勤務

していたので、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所の当時の役員は、申立人は申立期間を含め１年以上勤務していたと

陳述していることから、申立期間当時、申立人が同事業所において勤務してい

たことが推認できる。 

しかしながら、Ａ事業所は昭和 42 年５月に解散しているため当時の資料が

無く、また、申立期間当時の事業主及び経理担当者も既に死亡していることか

ら、申立人の勤務期間及び申立期間当時の保険料控除について確認することが

できず、当時の事情は明らかとはならなかった。 

一方、申立人は、Ａ事業所に勤務し始めた時に、養子縁組により名字が変わ

ったので、以前から所有していた厚生年金保険被保険者証を社会保険事務担当

者に渡し、氏名変更の手続を依頼したと陳述しているが、申立人の戸籍謄本を

みると、昭和 34年２月 18日に養子縁組の届出が受理されていることが確認で

き、申立人が勤務し始めたと主張する 33年４月 29日の時点では、まだ申立人

に係る養子縁組手続は行われていなかったことから、同事業所において当該被

保険者証の氏名変更手続を行うことはできなかったものと考えられる。 

また、申立人は、当該事業所で勤務し始めたころに健康保険被保険者証をも

らい、医療機関で診療を受けた記憶があると陳述しているところ、申立人がＡ

事業所の前に勤務していたＣ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を



みると、申立人の備考欄には「55 条」の記載が確認できることから、申立人

は同社を退職する際に継続療養に係る申請手続を行い、申立期間中は「健康保

険継続療養証明書」により診療を受けていた可能性も考えられる。 

さらに、Ａ事業所に係る厚生年金保険被保険者名簿には、申立期間中の健康

保険証の整理番号に欠番は無く、同名簿の記録に不自然な点も見当たらないほ

か、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検索を

行ったが、申立人の申立期間における被保険者記録は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与から

の控除については、申立人に明確な記憶が無く、これを確認できる関連資料及

び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4457 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 32年６月１日から 34年９月１日まで 

           ② 昭和 38年 10月１日から 39年６月 17日まで  

    私は、昭和 32年３月に中学校を卒業した後、新卒として就職した会社を

同年５月又は同年６月に退職し、職業安定所の紹介でＡ社に転職した。 

Ａ社では、昭和 32年６月から 34年８月末まで、Ｄ業務等の助手をしてい

た。 

社員旅行時に撮影された写真及び取引先の主人が今でも私を覚えている

ことからも、Ａ社に在籍していたことは間違いないので、申立期間①につい

て厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

また、昭和 38年 10月から 39年６月までＢ社に在籍し、Ｅ業務に従事し

ていた。同時期に在籍していた同僚には厚生年金保険の加入記録があると聞

いているので、申立期間②についても厚生年金保険被保険者期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①において、Ａ社に勤務していたと申し立てているとこ

ろ、昭和 33年６月１日に厚生年金保険資格を取得している同僚は、「私は、中

学校を卒業した月の昭和 33 年３月に入社したが、申立人はその後に入社し

た。」と陳述しているほか、申立人と同じ年齢で 32年７月１日に厚生年金保険

資格を取得している同僚が、申立人について記憶が無いと陳述していることな

どから判断すると、申立人の入社時期は 33 年３月以降であった可能性を否定

できない。 

一方、申立人は昭和 34 年の春の社員旅行時に同僚と一緒に撮影されたと推

定される写真を所持していることから、申立人は、申立期間のうち、同年春時

点には同社に在籍していたものと考えられる。 



しかしながら、申立人と同様にＡ社に中途入社している同僚２名の厚生年金

保険の加入記録をみると、昭和 32年 10月に入社したとする同僚の資格取得日

は 33 年６月１日、同年の夏又は秋ごろに入社したとする同僚の資格取得日は

34年４月１日であることが確認できる上、当該２名の同僚のうち１名からは、

「同社では、入社後３か月間の試用期間があったが、中途入社の者は試用期間

を経過してもすぐには加入手続が行われていなかったようだ。」と陳述してい

ることから、当時同社では、中途入社の者については、試用期間を経過しても

速やかに資格の取得の手続が行われていなかったことがうかがわれる。 

また、申立人の申立期間①におけるＡ社での保険料控除等について事業主に

照会を行ったものの、「平成 13年１月に閉鎖しているため資料が残っておらず

不明。」と回答しているほか、当時、同社において社会保険手続を担当してい

た者も既に亡くなっていることから、当時の事情について確認することはでき

ず、申立期間①に係る厚生年金保険料控除等について明らかとすることはでき

なかった。 

さらに、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿をみると、申立期間当時の健

康保険の整理番号に欠番は無く、同名簿の記録に不自然な点も見当たらない。 

加えて、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による

検索を行ったが、申立人の申立期間①に該当する記録は見当たらない。 

次に、申立期間②については、Ｂ社の事業主及び複数の同僚の陳述から、申

立人は同社に在籍していたものと認められる。 

しかしながら、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所となった日は、申立期間後

の昭和 39 年８月１日になってからであり、申立期間②当時は適用事業所とな

る前の期間に当たる。 

また、申立人には、申立期間中の厚生年金保険料の控除についての具体的 

な記憶は無く、さらに、事業主及び複数の同僚も、適用事業所となる前の期間

において、給与から厚生年金保険料が控除されていたかどうかは不明と回答し

ており、これを確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。   

なお、申立人はＣ社のＦ業務に従事していたと申し立てていることから、同

社に係る社会保険庁のオンライン記録も調査したが、申立人の申立期間②にお

ける被保険者記録を確認することはできなかった。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4458 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年１月中旬から同年７月１日まで 

    私は、昭和 36年１月中旬にＡ社に入社し、事務職員として 37年８月１日

まで勤務し、同社の事務職員は、私一人だったので厚生年金保険の資格取得

届は入社後すぐに自分自身で社会保険事務所に提出した。 

しかし、社会保険庁の記録では資格取得日が昭和 36 年７月１日となって

おり、申立期間が未加入期間とされている。 

申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、入社前の採用面接において事業主から社会保険完備との説明を受

け、昭和 36 年１月中旬に事務職としてＡ社に入社し、すぐに自分自身の厚生

年金保険の資格取得手続をしたので、同社における厚生年金保険被保険者資格

の取得日は、社会保険庁の記録にある同年７月１日ではなく、同年１月中旬で

あると主張しているが、同社は 49年４月 30 日に厚生年金保険の適用事業所で

は無くなっている上、事業主は亡くなっているため、同社に係る厚生年金保険

被保険者名簿から、当時の同僚を抽出し調査したが、申立人の入社日など、申

立人の勤務実態及び周辺事情を確認することはできなかった。 

また、上記被保険者名簿において、申立期間後に加入記録のある同僚を抽出

し、連絡先が判明した７名に照会し４名から回答を得たが、これら同僚のうち

２名からは、Ａ社に入社した３か月後又は 10 か月後に社会保険に加入したと

の回答が得られ、同社では従業員を入社と同時に厚生年金保険に加入させてい

た訳ではなかったことがうかがわれる。 

さらに、当該被保険者名簿の健康保険整理番号に欠番は無く、記録に不自然

な点もうかがわれないほか、申立期間において被保険者は４名みられるところ、



これら４名にはいずれも昭和 36 年 10 月の定時決定の記録が確認できる一方、

申立人には当該記録が見当たらない。仮に、申立人主張の同年１月中旬に同社

で厚生年金保険被保険者資格を取得し、保険料も控除されていた場合には、同

年 10 月に行われた定時決定の対象者となるものの、社会保険関係事務も担当

していた申立人が自身の報酬月額算定基礎届(定時決定)の届出漏れに気付か

ず、届け出なかったのは不自然である上に、制度上、７月以降の資格取得者は

当該年度の定時決定の対象者とはならないことから、申立人は社会保険庁の記

録どおり同年７月１日付けで資格を取得したと考えるのが相当である。 

加えて、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による

検索を行ったが、申立人の申立期間における被保険者記録は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4459 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： ① 昭和 32年１月 10日から同年４月１日まで 

      ② 昭和 32年５月 11日から同年 10月１日まで 

 私は、昭和 32 年１月 10 日から、同年 10月１日までＡ社で事務の仕事を

していた。入社日については正月明けの十日戎の日(木曜日)であったのでよ

く覚えている。また、次の職場へは同年 10 月１日に入社しており、社会保

険庁の記録によると、Ａ社では１か月しか勤めていなかったとの記録とされ

ているので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、申立人はＡ社に入社した年月日を具体的に記憶して

いることから、申立期間①において同社で勤務していたことは否定できない。 

しかしながら、社会保険事務所の記録では、Ａ社が厚生年金保険の適用事業

所となったのは昭和 32 年４月１日であり、申立期間①は同社が適用事業所と

なっていない期間に当たる。 

また、社会保険庁の記録によると、当時の事業主を含め 35 人が、申立人と

同様にＡ社が適用事業所となった昭和 32 年４月１日付けで厚生年金保険の被

保険者資格を取得していることが確認できる。 

さらに、Ａ社の当時の事業主は既に亡くなっているため、現在の事業主に照

会したところ、「厚生年金保険の適用事業所となる前から厚生年金保険料を控

除していたとは考え難い。」との陳述が得られた。 

このほか、申立人が申立期間①において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

申立期間②について、申立人はＡ社で昭和 32 年 10月１日まで勤務していた

と申し立てているが、申立人が同社の次に勤務したＢ社保管の厚生年金保険被



保険者名簿をみると、申立人が申立期間中の同年８月１日に同社で失業保険の

被保険者資格を取得している旨の記録が確認できる上、Ｂ社からは、申立期間

当時は短期で辞める者が多かったため、Ｃ職として一定期間勤務した者を失業

保険に加入させていた旨の陳述が得られた。 

また、上記被保険者名簿において、申立人は申立期間中と重なる昭和 32 年

６月 21 日には既にＢ社に雇い入れられていたと読み取れる記録も確認できる。 

これらのことから、申立人は申立期間②当時には、既にＢ社に勤務していた

ものと推定される。 

一方、Ａ社の現在の事業主は、当時の資料が無く、申立人の退職時期につい

ては不明としているほか、同社で厚生年金保険の加入記録がある同僚を抽出し、

申立人の退職時期及び申立期間②における保険料控除等について照会したが、

いずれも不明と回答しており、当時の事情について確認することはできなかっ

た。 

また、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿をみると、健康保険整理番号に

欠番は無く、同名簿の記録に不自然な点も見当たらない。 

さらに、申立人の氏名の読み方の違いによる検索等を行っても、申立人の申

立期間における被保険者記録は確認できなかった。 

このほか、申立人の申立期間②に係る厚生年金保険料の控除については、申

立人には具体的な記憶は無い上に、申立人が申立期間において事業主により給

与から厚生年金保険料を控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周

辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4460 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正９年生 

住        所 ：  

                

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 20年９月１日から 21年１月１日まで 

     私は、昭和 17年 10月１日にＡ社に入社し、同日付けで海軍に召集され同

社を休職扱いとなった。 

昭和 20 年９月１日にＡ社に復職し、同年 12 月末日まで継続して勤務し

ていた。 

申立期間について、勤務していたことは間違いないので厚生年金保険被

保険者期間として認めてほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 20 年９月にＡ社に復職し同年 12 月 31 日まで継続して勤務

していたと申し立てている。 

しかし、Ａ社は、｢社会保険事務所に資格の取得の記録が無ければ、保険料

は控除していない可能性が強く、また、当社も資格取得届を提出していない社

員から保険料の控除はしない。｣と陳述している。 

また、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿により、申立期間を挟んだ昭和

19年９月 16日から 21年２月 21日までの期間に、同社で厚生年金保険被保険

者資格を取得している 14 名を抽出し、同社から提出された退職者名簿に記載

されている当該 14 名の入社日及び厚生年金保険被保険者の資格取得日をみる

と、８名の同僚が入社日より、20 か月から 215 か月後に厚生年金保険被保険

者の資格を取得していることが確認できる。 

さらに、申立人と同じ部署で勤務していたとする同僚（故人）の妻は、｢主

人は、昭和 16年に入社し定年の１年前まで勤務していた。｣と陳述していると



ころ、社会保険庁の記録では、当該同僚の資格取得日は昭和 19 年６月１日と

なっており、Ａ社では、社員全員を入社日と同時に厚生年金保険に加入させて

いなかった状況がうかがえる。 

このほか、申立人が申立期間当時、事業主により給与から厚生年金保険料を

控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4461 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名  ：  男 

    基礎年金番号  ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年７月１日から 36年８月１日まで 

    私は、Ａ社に昭和 35年７月１日にＢ職として入社し、１週間交替で夜勤、

昼勤を繰り返しながら、Ｃ業務等に従事したが、Ｄ職に採用される前の 36

年７月 31 日に退職した。しかし、社会保険庁の記録では、この期間の厚生

年金保険の加入期間が見当たらないので、申立期間を被保険者期間として認

めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 35 年７月１日にＡ社に入社し、36 年７月 31 日に退職す

るまで、Ｂ職として勤務していたと申し立てている。 

しかし、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿により、昭和 35 年７月か

ら 36 年３月までの期間に、同社で厚生年金保険被保険者資格を取得してい

る８人を抽出し、それぞれの実際の入社日を聴取したところ、入社日から６

か月ないし 13 か月後に資格を取得していることが確認でき、そのうち７人

が資格取得日及びＤ職採用の時期が一致すると陳述している。また、当該７

人のうちの２人は、Ｂ職で勤務した期間は厚生年金保険に加入できなかった

と陳述していることから、申立期間当時、同社がＢ職として採用した従業員

を厚生年金保険に加入させず、一定期間の後にＤ職に採用と同時に加入させ

ていたものと考えられる。 

さらに、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿をみると、健康保険の整理

番号に欠番は無く、一連の手続に不備があったとは考え難い。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる資料及び周辺事情等は見当たらな

い。 

これらの事実を含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険

者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4462（事案 2099の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 36年６月６日から 42年５月１日まで 

当初の判断後、申立期間に係る新たな情報として適格退職年金一時金支

払のお知らせが見つかったので、給与から厚生年金保険料が控除されてい

たとして、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、雇用保険の記録及びＡ社発行の在籍証明

書により、申立人が申立期間において同社に在籍していたことは認められるも

のの、事業所は、申立人の従業員カードに記載されている「Ｂ職」は労働保険

には当初から加入させていたが社会保険には技術が習熟し会社直属の従業員

になった時点で加入させていたようであること、及び社会保険加入日までの期

間は一定ではないと陳述していることから、申立人が厚生年金保険料の控除を

受けていたと認められる特段の事情も見当たらないとして、既に当委員会の決

定に基づき、平成 20年８月 18日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通

知が行われている。 

申立人は、厚生年金保険料が控除されていたことを示す資料として、新たに

適格退職年金一時金支払のお知らせを提出した。しかし、Ａ社によると、同年

金は公的年金の上乗せではなく、退職金制度の上乗せであるので、社会保険資

格取得前の従業員が適格退職年金の対象であっても不自然ではないと陳述し

ている。 

また、これまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、適格退職年金

一時金支払のお知らせの内容のみでは当委員会の当初の決定を変更すべき新

たな事情には該当せず、ほかに当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たら

ないことから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4463 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年１月１日から同年３月 20日まで 

    私は、昭和 36年１月から同年３月 20日まで、Ａ社内に作業所を置くＢ

社に勤務していた。 

当該事業所に入社の際に厚生年金保険被保険者証を会社に渡し、年金へ

の加入手続を依頼したことを鮮明に覚えている。 

若いころから真面目に年金を掛け続けてきたつもりなので、加入記録が

抜けていることに納得できない。申立期間を厚生年金保険の加入期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間において勤務していたと申し立てているＢ社は、社会保険

の適用事業所として確認することはできなかったほか、法人登記簿の調査にお

いても該当する法人は確認できなかった。 

また、申立人は、Ｂ社の従業員で、昭和 36 年１月に申立人の入社と入れ違

いに同社を退職した人の名前を挙げているが、同人は、連絡先不明のため陳述

は得られなかった。 

さらに、社会保険庁の記録において、類似事業所名による検索によりＣ社が

見つかったが、同事業所に係る厚生年金保険被保険者名簿に申立人の氏名は見

当たらず、また、申立人と同じ生年月日及び性別による検索を行ったが、申立

人の申立期間に係る被保険者記録は確認できなかった。 

   加えて、申立人から、事業主及び同僚に関する具体的な陳述が得られない

ため、これらの者から申立人の勤務状態について確認することができず、申

立人が申立期間において事業主により給与から保険料が控除されていたこ

とをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険

者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4464 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住        所 ：  

                

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 32年７月 16日から同年９月１日まで 

     私は、昭和 32年１月から、Ａ社の下請会社であるＢ社に籍を置き、Ａ社

の工場内で勤務していた。 

昭和 32年７月ごろに、Ａ社から｢当社に入社しないか。｣との申出があり、

Ｂ社を退社と同時にＡ社に入社し、33年３月まで勤務していた。 

申立期間当時、Ａ社に勤務していたことに間違いはないので、当該期間

を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ社の下請会社であるＢ社に在籍していた昭和 32年７月ごろに、

元請会社であるＡ社の引き抜きにより、同社に入社し 33 年３月末日まで継続

して勤務していたと申し立てている。 

しかし、Ａ社によると、｢過去の担当者に確認したところ、昭和 30年代から

40 年代にかけては、雇用が安定していなかったため、２か月程度の見極め期

間を設け、それから社会保険の資格を取得しており、資格取得届を提出してい

ない社員から保険料を控除することはあり得ない。｣と回答している。 

また、申立人と同じ昭和 32 年９月１日にＡ社で厚生年金保険被保険者資格

を取得し、かつ前職が同社の下請会社であった 10 名の同僚の前事業所におけ

る資格喪失日をみると、同日より２か月から５か月前となっており、申立人と

同様に厚生年金保険未加入期間が確認できる。 

以上のことから、Ａ社は、昭和 32 年４月から同年７月にかけて、同社の下

請会社の従業員複数名を引き抜き入社させたが、何らかの事情により、厚生年

金保険被保険者資格の取得を同年９月１日に統一し、社会保険事務所に対し届

出を行ったものと考えられる。 



このほか、申立人が、申立期間当時、事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4465 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名  ：  男 

    基礎年金番号  ：   

    生 年 月 日  ：  昭和 10年生 

    住    所  ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  ① 昭和 30年６月から 32年 12月まで 

              ② 昭和 33年１月から同年９月まで 

              ③ 昭和 33年 10月から 35年２月まで 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、昭和

30年６月１日から 35年３月５日までの加入記録が無いという回答であった。       

申立期間①についてはＡ社に、申立期間②についてはＢ社に、申立期間③

についてはＣ社にそれぞれ勤務していたので、各申立期間について厚生年金

保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人は、昭和 30 年６月から 32 年 12 月までＡ社

に勤務していたと申し立てている。 

申立人が申立期間のうちの一定期間、Ａ社に勤務していたことは、申立人提

出の履歴書及び申立人が次の勤務先（Ｂ社）を紹介されたときの状況を詳細に

記憶していること等から推定できる。 

しかし、管轄社会保険事務所は、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所で無くな

った日は、当該事業所に係る厚生年金保険被保険者名簿から昭和 28年 12月１

日と推定できるとしていることから、申立期間において当該事業所は適用事業

所ではなかったものと考えられる。 

また、申立人が記憶しているＡ社の事業主及び元請会社であるＤ社のＥ職の

連絡先は不明であり、これらの者から、Ａ社における申立人の勤務の状況及び

厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

申立期間②については、申立人は、昭和 33 年１月１日から同年９月までＢ

社に勤務していたと申し立てている。 



申立人が申立期間のうちの一定期間、Ｂ社に勤務していたことは、申立人提

出の履歴書から推定できる。 

しかし、申立人がＢ社における同僚としている者は、社会保険事務所の保管

する同社に係る厚生年金保険被保険者名簿に記録が無く、また連絡先も不明で

あることから、同社における申立人の勤務状況及び厚生年金保険料の控除につ

いて確認することができない。 

また、Ｂ社に係る厚生年金保険被保険者名簿から申立期間において厚生年金

保険に加入していた従業員４人を抽出し、申立人について照会したが、申立人

を記憶している者はいなかった。 

申立期間③については、申立人は、昭和 33年 10 月から 35 年２月までＣ社

で勤務していたと申し立てている。 

しかし、社会保険庁の記録によると、Ｃ社は厚生年金保険の適用事業所とし

ての記録は無く、また、当該事業所の所在地を管轄する法務局に商業登記の記

録も無い。 

さらに、申立人は、Ｃ社の事業主及び同僚について記憶しておらず、これら

の者から同事業所における申立人の勤務状況及び厚生年金保険料の控除につ

いて確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間①、②及び③に係る厚生年金保険料の事業主に

よる給与からの控除については、申立人に明確な記憶が無く、これを確認でき

る関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①、②及び③に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4466 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27 年 12月１日から 31年４月１日まで 

    厚生年金保険加入期間について、社会保険事務所に照会申出書を提出した

ところ、Ａ社に勤務していた昭和 27 年 12 月１日から 31 年４月１日までの

期間について、脱退手当金支給済みとの回答を受けた。 

    同社は２回勤務し、最初に勤務した分についてはもらったが、再就職の分

はもらっていない。出産のために退職したが脱退手当金の請求はしていない。 

    脱退手当金は受け取っていないので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶は無く、受給していな

いとしている。 

社会保険庁の記録によれば、申立人の脱退手当金は、厚生年金保険被保険者

資格の喪失日から約１か月後の昭和31年４月25日に支給決定されていること

が確認できる。 

そこで、Ａ社の厚生年金保険被保険者名簿において、申立人の資格喪失月で

ある昭和 31 年４月の前後 27 年から 37 年までに受給要件を満たし資格を喪失

した女性 16 名について、脱退手当金の支給記録を調査したところ、申立人を

含め 10 名に支給記録が確認でき、うち７名が資格喪失日から約５か月以内に

支給決定がなされていることが分かる。そのうち連絡先が把握できた一人は、

会社が手続してくれたと陳述しており、別途、同社が同年に結婚退職した女性

に聴き取り調査をした結果も同様の回答が得られた上、申立人の脱退手当金が

支給された当時は通算年金制度創設前であったことを踏まえると、申立人につ

いてもその委任に基づき事業主による代理請求がなされた可能性が高いもの

と考えられる。 



また、申立人の被保険者名簿には、脱退手当金の支給を意味する｢脱｣の表示

が記されているとともに、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは

無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

これらの理由及びその他の事情なども含めて総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4467 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 29年９月１日から 30年６月３日まで 

         ② 昭和 30年８月１日から 38年 10月 28日まで 

厚生年金保険加入記録について社会保険事務所に照会申出書を提出した

ところ、Ａ社及びＢ社に勤務していた期間について、脱退手当金支給済みと

の回答を受けた。社会保険事務所では時間が経過しすぎていて調べることは

できないと言われたが納得できない。 

是非調査の上、年金記録を回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社及びＢ社に勤務していた期間について自身で脱退手当金の受

給申請手続をした記憶が無いことから、脱退手当金は受給していないとしてい

る。 

申立人のＡ社の厚生年金保険被保険者台帳をみると、脱退手当金の算定のた

めに必要となる標準報酬月額等を、社会保険庁から当該脱退手当金を裁定した

社会保険事務所へ回答した記録が確認できる。 

また、申立期間に係る被保険者名簿には、脱退手当金の支給を意味する「脱」

表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤り

は無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約２か月後の

昭和 38 年 12月 25 日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さ

はうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情なども含めて総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4468 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年 12月から９年７月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所に照会したところ、Ａ社に勤務

した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答を受けた。平成６年

12 月ごろから同社Ｂ事業所に勤務していたのは間違いないので、申立期間

について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録から判断すると、申立期間のうち、平成９年２月１日以降の

期間について、申立人がＡ社に勤務していたことが確認できる。 

しかし、Ａ社が保管する健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認および

標準報酬決定通知書には、申立人の資格取得日は平成９年７月１日と記載され

ており、社会保険庁の記録と一致している。 

また、Ａ社は、申立人について、「実際は、平成９年７月前から勤務してい

たかもしれないが、労働時間等の厚生年金保険の加入条件を満たしていなかっ

たので加入しておらず、保険料も控除していない。」と回答している。 

さらに、雇用保険の記録によると、申立人は、平成６年 12月 12日から７年

10月７日まで失業給付を受給していることが確認できる。 

加えて、Ａ社は、Ｂ事業所は既に閉鎖しており、申立期間当時の人事記録及

び賃金台帳等の関連資料は保存していないとしている上、申立人は同僚の氏名

を記憶していないことから、申立人の申立期間に係る勤務実態及び厚生年金保

険料控除の状況について確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料及び周

辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。



                    

  

大阪厚生年金 事案 4469 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27年１月から 28年９月まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所に照会したところ、Ａ社Ｂ工場

に勤務した期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。 

Ａ社Ｂ工場には、昭和 27年１月ごろから 28年９月ごろまで勤務したので、

申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間にＡ社Ｂ工場で勤務し、厚生年金保険に加入していたと

申し立てている。 

   しかし、社会保険事務所の記録によると、Ａ社Ｂ工場は、昭和 25年４月 20

日に厚生年金保険の適用事業所では無くなっており、申立期間は適用事業所で

はない。 

   また、Ａ社本社も、昭和 27 年２月１日に厚生年金保険の適用事業所では無

くなっており、申立期間当時の事業主も既に死亡しているため、申立人の勤務

実態及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間に係る勤務実態及び保険料控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金  事案 4470 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31年７月から同年９月まで 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、Ａ社

に勤務していた期間の加入記録が無い旨の回答を受けた。私が同社に勤務し

ていたことは間違いないので、申立期間について、厚生年金保険被保険者で

あったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に、Ａ社で勤務し厚生年金保険に加入していたと主張し

ている。 

しかし、Ａ社は昭和 52年に厚生年金保険の適用事業所では無くなっており、

事業主も既に死亡しているほか、申立人は、上司及び同僚の名前を記憶してい

ないため、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除等について確認するこ

とはできない。 

また、社会保険事務所のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿にお

いて、申立期間に加入記録がある 53 人中所在が確認できた５人の元従業員に

照会を行ったが、申立人を記憶している者はいなかった。 

さらに、元役員は、「Ａ社では、厚生年金保険に入社後３か月程度経過して

から加入させていた。」と陳述しており、複数の元従業員も同様の陳述をして

いることから、申立期間当時、Ａ社は、３か月程度の試用期間を設けていたも

のと考えられる。 

加えて、前述被保険者名簿において、申立期間の健康保険整理番号に欠番は

無い。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料及び周

辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。



                    

  

大阪厚生年金 事案 4471 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

   氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ：  

     生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：               

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年３月 21日から 45 年２月１日まで 

    私は、申立期間においてＡ社に勤務していたが、標準報酬月額が実際の給

与に比べ低くなっているので、調査の上、本来の標準報酬月額に訂正してほ

しい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は既に適用事業所では無くなっており、申立期間当時の資料が無い上、      

事業主は既に亡くなっていることから、申立人の給与額及び厚生年金保険料の

控除額等について事業主の陳述を得ることができない。 

また、申立人は、申立期間当時給与が同じぐらいであった同僚として４人の

名前を挙げているが、当時Ａ社で給与関係業務をしていた同僚は、「同社では、

給与は経験年数、扶養家族数等により決められていた。申立人は入社時 20 歳

と若く、申立期間は独身であったが、申立人が挙げたこれら４人はいずれも申

立人よりは年齢が 10 歳以上は高く、経験年数も豊富で、扶養家族も有る人達

であり、申立人の給与額がこれらの人と同じぐらいであることはあり得ないと

思う。」と陳述している。 

さらに、申立期間当時の同僚が、申立人と同年齢で同種の仕事をしていたと

している同僚４人について、社会保険庁の記録から標準報酬月額を確認したと

ころ、申立人とほぼ同じか申立人が若干高めとなっており、申立人の標準報酬

月額に不自然さは認められない。 

加えて、同僚から提出を受けた給与明細書を見ると、給与支給額が社会保険

事務所の標準報酬月額とおおむね一致していることが確認できる一方、申立人

はＡ社における申立期間当時の給与額及び厚生年金保険料の控除額等を記憶



                    

  

しておらず、また、関連資料等も保有していない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立期間について、申立人が厚生年金保険被保険者として、その主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認めることはできない。



                    

  

大阪厚生年金 事案 4472 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名  ：  男 

    基礎年金番号  ：   

    生 年 月 日  ：  昭和６年生  

    住    所  ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 27年１月 29日から 28 年 12月まで 

私は、昭和 26年９月１日から 28年 12月までＡ社（現在は、Ｂ社。）

Ｃ事業所に勤務し、Ｆ施設でＧ関係の仕事をしていた。 

Ａ社を退職後、失業保険を受けた記憶があるのに、社会保険庁の記録

では厚生年金保険の加入期間が４か月しかなく、資格喪失日が昭和 27年

１月 29日とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所の記録では、Ａ社Ｃ事業所において申立期間に記録のある

同僚の多数が、昭和 27 年７月１日付けで厚生年金保険被保険者資格を喪失

し、同日付けでＥ事業所において同被保険者の資格を取得していることが確

認できる。 

一方、Ｅ事業所の厚生年金保険被保険名簿に申立人の名前が無いのは、事

業主から社会保険庁の記録どおりに、厚生年金保険の資格を昭和 27 年１月

29日に喪失した届出が提出されたためと考えられる。 

また、申立人は、「昭和 27 年１月ごろ、下宿を引き払い実家に帰った。    

その後は、実家から片道２時間以上かけて通勤し、臨時雇いとしてＦ施設の

中で働いた。」と陳述している。 

さらに、Ａ社は、「申立期間前後の書類を保存していないため、申立人

の社員としての在籍確認ができず、勤務実態及び保険料控除の状況は分か

らない。」としているほか、申立期間に年金記録のある複数の同僚から聴

取したものの、申立人を記憶している者が無く、申立人の勤務実態及び保



                    

  

険料控除について陳述を得ることはできなかった。 

なお、申立人は失業保険に加入していたとしているものの、同保険の記

録はデータの保存期限を過ぎており、確認することができなかった。 

このほか、申立人が申立期間において、事業主により給与から厚生年金保

険料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



                    

  

大阪厚生年金 事案 4473 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39年４月１日から 41年９月 26 日まで 

       私は、Ａ社において、昭和 39 年３月１日から 45年１月 11日まで勤務し

たが、そのうちの 39 年４月１日から 41 年９月 26 日までの厚生年金保険の

加入記録が無く、納得できない。 

            

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の事業主は、「申立期間に係る厚生年金保険料の控除を確認する書類は

残っていない。期間ははっきりしないが、申立人が結婚するかなり前から子供

を生んで辞めるまで当社で継続して勤務していたことを覚えている。」と陳述

していることから、申立人は申立期間当時、同社に継続して勤務していたこと

が推認できる。 

しかしながら、社会保険事務所の保管するＡ社に係る健康保険厚生年金保険

事業所別被保険者名簿では、申立人が昭和 39 年４月１日に資格を喪失し、政

府管掌健康保険の被保険者証を返納した「証返」の押印が確認でき、その後、

同社において厚生年金保険の被保険者資格を41年９月26日に再取得している

ことが確認できるほか、申立期間における健康保険の整理番号に欠番は無く、

また、同名簿の記載内容に不自然な点もうかがえない。 

さらに、申立人のＡ社における雇用保険の加入記録は、昭和 41 年９月 26

日から 45年１月 10日までとなっており、申立人がＡ社で厚生年金保険の資格

を再取得した後の加入記録と一致していることから、事業主は社会保険事務所

の記録どおりの届出を行ったと考えられる。 

加えて、Ａ社の事業主は、「申立期間における厚生年金保険料控除について、

加入していない者の給与から保険料を控除することは無い。」と陳述している。 

また、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検



                    

  

索を行ったが、申立期間に係る厚生年金保険被保険者としての記録は無い。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



                    

  

大阪厚生年金 事案 4474 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年 10月１日から 55年 12月 20日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所に照会したところ、Ａ社に昭和

43年２月ごろから 55 年 12月まで勤務した期間のうち、申立期間の加入記録

が確認できないとの回答をもらった。同社には同年 12月まで勤務していた

ので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所の記録によると、Ａ社は、昭和 47年９月 22日に厚生年金保

険の適用事業所で無くなっていることから、申立期間は適用事業所となってい

ない。 

また、申立人の国民年金に係る記録をみると、申立期間のうち、昭和 51 年

４月から 53年３月までの納付記録が確認できるほか、54年４月から 58年３月

までの申請免除の記録が確認できる。 

さらに、社会保険事務所が保管するＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿を見ると、申立人は昭和 47 年９月１日の資格の喪失に伴い、健康保険

法に基づく継続療養給付を受給したことを示す「法第 55 条該当」との記録が

確認できるほか、健康保険被保険者証を返納した旨の押印も確認できることか

ら、申立人は、同日付けで資格を喪失したと考えるのが相当である。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。



                    

  

大阪厚生年金 事案 4475 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 18年 10月から 20年８月まで 

私は、小学校高等科在学中に学徒動員により、昭和 18 年 10月からＡ市に

あったＢ社でＣ業務に従事した。また、20 年４月からは夜間高校に通いな

がら同社へ就職したのに、申立期間が厚生年金保険加入期間とされていない

のは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所が保管するＢ社の事業所台帳並視察簿を見ると、申立人の資

格取得日は昭和 20年４月１日、資格喪失日は同年７月９日と記録されており、

当該期間において申立人が同社に勤務していたことが確認できる。 

しかし、上記台帳の申立人の備考欄には「学徒」の記載があり、申立人を含

め学徒と記載されている者には、いずれも、労働者年金保険の記号番号が記入

されていないことから、申立人のＢ社における被保険者期間は、健康保険のみ

の加入であったものと認められる。 

また、労働者年金保険法施行令（昭和 16 年勅令第 1250 号）第 10 条第３号

及び厚生省告示第 50 号（昭和 19 年５月 29日）において、学徒動員について

は健康保険法の適用はあっても、労働者年金保険の被保険者には該当しない取

扱いとされていた。 

さらに、申立人は、昭和 20 年４月から同年８月までの期間は、夜間高校に

通いながらＢ社に勤務しており、学徒動員ではなく、就職であったと申し立て

ている一方、「就職に当たり同社と雇用契約を交わした覚えは無く、昭和 18

年 10月に勤め始めてから、20年８月に同社を退職するまで一度も報酬を受け

取ったことは無い。」としている上、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていた事実を確認できる資料も無い。 



                    

  

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



                    

  

大阪厚生年金 事案 4476 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62年４月から 63年 12 月まで 

厚生年金保険の加入状況について照会したところ、Ａ社（現在は、Ｂ社。）

に勤務していた期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。同社に勤務し

ていたことは確かなので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録から、申立人は、申立期間のうち、昭和 63年７月 11日か

ら同年 12 月１日までの期間において、Ａ社に勤務していたことが確認でき

る。 

しかし、Ａ社の申立期間当時の社会保険担当者は、「従業員の社会保険加

入手続は、雇用保険だけを入社時に行い、厚生年金保険については、３か月

間の試用期間経過後に、長期継続勤務が可能と判断した者に限り入社時にさ

かのぼって被保険者資格を取得するよう手続を行っていた。」としている。

また、同担当者は、「一部の従業員は、給与の手取額が減ることを理由に厚

生年金保険に加入しなかった。」と陳述していることから、同社では、必ず

しも従業員全員を雇用保険と厚生年金保険を同時に加入させていた訳では

無いことがうかがえる。 

さらに、社会保険事務所が保管しているＡ社に係る厚生年金保険被保険者

名簿に申立人の記録は無いところ、健康保険の整理番号に欠番は無く、また、

同名簿の記載内容に不自然な点もうかがえない。 

加えて、Ｂ社は、「申立期間当時の資料を保有していないことから、厚生

年金保険料控除については不明。」と回答している。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



                    

  

大阪厚生年金 事案 4477 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年４月１日から 39年 11月１日まで 

    私は、昭和 37 年４月ごろから 39 年 10 月末ごろまで、Ａ社（現在は、Ｂ

社。）に勤務し、同社本社ビルでＣ業務に従事していた。 

    社会保険庁の記録では、Ａ社での勤務期間が厚生年金保険の未加入期間と

なっているが、当時の給与から厚生年金保険料が控除されていたと思うので、

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間にＡ社に勤務し、厚生年金保険に加入していたと申し立

てている。 

しかし、管轄社会保険事務所が保管するＡ社に係る厚生年金保険被保険者名

簿により申立期間当時の同社での在籍が確認できる複数の同僚に照会を行っ

たものの、申立人の同社での在籍に関する陳述を得ることはできなかった。 

また、申立人は、Ａ社でＣ業務に従事していたということを除き、同社での

明確な勤務時期及び所属部署名を記憶していない上、上司及び同僚の名前を記

憶していないことから、同社での申立人の在籍状況及び勤務実態に関する陳述

を得ることができない。 

さらに、Ｂ社及びＤ健康保険組合（当時は、Ｅ健康保険組合。）は、「申立期

間当時の資料等は廃棄済みのため、Ａ社での申立人の在籍状況、勤務実態及び

厚生年金保険料の控除の状況は不明である。」旨回答している。 

加えて、申立人は、「Ａ社での雇用上の身分は、アルバイトだったかもしれ

ない。」と陳述しているところ、同社に係る厚生年金保険被保険者名簿から同

社での被保険者記録が確認できる同僚は、「私は、アルバイトとして勤務した

後、社員として採用された。アルバイトとして勤務していた期間は厚生年金保



                    

  

険に未加入だったと思う。」旨陳述している。 

このほか、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを認めることはできない。



                    

  

大阪厚生年金 事案 4478 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年３月から同年 10月ごろまで 

私は、昭和 39年３月から同年 10月ごろまでＡ事業所にＢ職として勤務し

ていた。 

しかし、社会保険庁の記録では、Ａ事業所での勤務期間が厚生年金保険の

未加入期間となっている。 

Ａ事業所に就職してから退職するまでの給与から厚生年金保険料が控除

されており、同事業所での私の厚生年金保険加入記録が無い原因は、同事業

所が私の被保険者資格の取得手続と保険料の支払をしていなかったためだ

と思うので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

管轄社会保険事務所が保管するＡ事業所に係る厚生年金保険被保険者名簿

により同事業所での在籍が確認できる同僚の証言から、申立人が、期間は特定

できないものの、同事業所に勤務していたことは推定できる。 

しかし、Ａ事業所は、昭和 39 年 11 月 28 日に厚生年金保険の適用事業所で

は無くなっており、事業主の所在も不明であり、申立人の勤務実態及び申立期

間に係る厚生年金保険料の控除の状況に関する陳述を得ることができない。 

また、申立人がＡ事業所での事務担当者として名前を挙げた同僚からも、申

立人の勤務実態及び申立期間に係る厚生年金保険料の控除の状況に関する陳

述を得ることはできなかった。 

さらに、申立人及びＡ事業所に係る厚生年金保険被保険者名簿で名前が確認

できる同僚は、「Ｂ職の給与は、固定給プラス歩合給制であった。同事業所で

は、Ｂ職の離職率が高く、短期間で退職する者もいた。」旨陳述している一方、

当該同僚は、「私自身は、Ｂ職ではなくＣ職であり、給与は固定給だったので、



                    

  

厚生年金保険に加入できたのだと思う。」と陳述しているところ、当時の事情

を照会できた同僚の中には、申立人と同一職種であるＢ職は見当たらず、同事

業所でのＢ職に係る厚生年金保険の取扱いに関する陳述を得ることはできな

かった。 

このほか、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを認めることはできない。



                    

  

大阪厚生年金 事案 4479 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 34年３月 27日から 45年７月 21日まで 

             ② 昭和 45年 10月１日から 47年２月 21日まで 

社会保険庁の記録では、Ａ社に勤務していた昭和 34 年３月 27 日から 45

年７月 21 日までの期間及びＢ社に勤務していた同年 10 月１日から 47 年２

月 21日までの期間に係る脱退手当金が支給済みとなっている。 

しかし、私は、脱退手当金を受給しておらず、請求したことも無いので、

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金は受給しておらず、請求した記憶も無

いとしている。 

そこで、申立人の脱退手当金裁定請求書を見ると、記載内容に疑義は認めら

れないとともに、申立人の脱退手当金は、同請求書に記載された申立人の実家

の住所地に近いＣ郵便局での隔地払い（通知払い）となっていることが確認で

き、申立人の脱退手当金の支払通知書は、申立人の実家の住所地宛に送付され、

同郵便局で脱退手当金を受領したと考えるのが自然である。 

また、申立人の脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無い上、Ｂ社での厚生

年金保険被保険者資格の喪失日から約４か月後の昭和47年６月30日に支給決

定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情なども含めて総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



                    

  

大阪厚生年金 事案 4480 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33年８月１日から同年 11月 21日まで 

    社会保険庁の記録では、Ａ社で勤務していた昭和 33 年８月１日から同年

11月 21日までの厚生年金保険被保険者期間に係る脱退手当金が支給済みと

なっている。 

私は、Ａ社を退職後、昭和 35年２月１日から 37年 12 月 21日まで勤務し

たＢ社を退職した際に、脱退手当金を受給した記憶はあるが、Ａ社を退職し

た際には、脱退手当金の請求手続はしておらず、受給もしていないので、申

立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ｂ社を退職後、同社での勤務期間に係る脱退手当金を受給したが、

同社の前に勤務したＡ社での勤務期間に係る脱退手当金は受給していないと

している。 

しかし、Ｂ社及びＡ社における申立人の厚生年金保険被保険者記録は、同一

の厚生年金保険被保険者台帳記号番号で管理されていたことから、Ｂ社での厚

生年金保険被保険者期間に係る脱退手当金のみを支給するのは不自然である。 

また、社会保険庁の記録によれば、申立人の脱退手当金の計算の基礎となっ

た厚生年金保険被保険者期間は、Ｂ社及びＡ社における厚生年金保険被保険者

期間を合計した期間（37 か月）であることが確認できる上、申立人の脱退手

当金は、支給金額に計算上の誤りは無く、Ｂ社での厚生年金保険被保険者資格

の喪失日から約４か月後の昭和 38 年４月９日に支給決定されているなど、一

連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに申立期間に

係る脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情なども含めて総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



                    

  

大阪厚生年金 事案 4481 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主より給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 40年９月１日から 42年７月 21日まで 

             ② 昭和 43年７月 20日から 45年４月まで 

私は、昭和 35年５月から約 10年間、Ａ社の当時の社長宅において、住み

込みでＣ業務に従事していた。 

しかし、社会保険庁の記録では、昭和 40 年９月１日から 42 年７月 21 日

までが厚生年金保険の未加入期間となっている上、45年４月ごろに退職した

にもかかわらず、被保険者資格喪失日が 43 年７月 20日となっている。 

申立期間①及び②を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の当時の社長の子二人の陳述から、申立人が、申立期間①及び②当時に

同社社長宅でＣ業務に従事していたことは推定できる。 

しかし、Ａ社の当時の社会保険事務担当者は、「社長の自宅で働いていた者

の厚生年金保険の適用については社長の指示に従っていた。社長の指示が無い

のに、被保険者資格の取得届及び喪失届を行うことはなく、申立人に関しても、

社会保険庁の記録どおりの届出を行っていると思う。また、厚生年金保険の未

加入期間の保険料を控除することはないため、申立期間①及び②の申立人の保

険料は控除していないはずである。」と陳述している。 

また、Ａ社の当時の社長は既に死亡しているため、申立期間①及び②におけ

る申立人の厚生年金保険の取扱状況及び保険料の控除の状況に関する陳述が

得られない上、同社長の子二人も、「申立人の厚生年金保険の取扱い及び保険

料控除に関することまでは分からない。」旨陳述している。 

また、申立期間①について、管轄社会保険事務所が保管するＡ社に係る厚生

年金保険被保険者名簿を見ると、同社での申立人の昭和 42年７月 21日の被保



                    

  

険者資格の再取得時の健康保険の整理番号は、申立期間①直前までの被保険者

期間とは別番号となっていることが確認でき、同名簿の記録に不自然な点も見

当たらない。 

さらに、申立期間②について、Ａ社が加盟する昭和 42年 10月１日に設立さ

れたＢ厚生年金基金の記録をみると、申立人の被保険者資格喪失日は 43 年７

月 20日となっており、社会保険庁の記録と一致している。 

このほか、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを認めることはできない。



                    

  

大阪厚生年金 事案 4482 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年から 56年ごろまでのうち約１年間 

    私は、昭和 55年から 56年ごろにＡ社で勤務していた。 

    しかし、社会保険庁の記録では、Ａ社に勤務していた期間が厚生年金保険

の未加入期間とされているので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

管轄社会保険事務所が保管するＡ社に係る厚生年金保険被保険者名簿によ

り同社での申立期間当時の被保険者記録が確認できる同僚は、「申立人は、私

が入社した昭和 56 年４月から２か月又は３か月後に入社し、半年間ぐらい勤

務して退社したと思う。」と陳述していることから、申立人が同社に在籍して

いたことは推定できる。 

しかし、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所では無くなっており、事

業主等とも連絡が取れない上、同社に係る厚生年金保険被保険者名簿により申

立期間当時の被保険者記録が確認できる複数の同僚に照会したものの、申立人

の勤務実態及び申立期間に係る厚生年金保険料の控除の状況に関する陳述を

得ることはできなかった。 

また、申立人は、「当時、私が在籍していたＢ部門には、私自身を含めて４

人の女性がいた。」旨を陳述しており、昭和 56年４月に入社したとする上記同

僚も、「Ｂ部門に勤務していた女性は４人だったと思う。」と陳述しているとこ

ろ、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申立期間のうち、同年４

月以降の期間において、同社での厚生年金保険被保険者記録を有する女性は、

申立人が上司として名前を挙げた２人のみであることが確認でき、申立人以外

の同僚１人の同社での被保険者記録も見当たらない。 



                    

  

さらに、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿には、健康保険の整理番号

に欠番は無く、連続して付番されていることが確認でき、同名簿の記録に不自

然な点も見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険

者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことを認めることはできない。



                    

  

大阪厚生年金 事案 4483 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 35年４月１日から 41年８月 30日まで 

  ② 昭和 42年 10月１日から 47年８月１日まで 

  ③ 昭和 47年８月１日から 52年４月 30日まで 

   私は、昭和 35年４月から 41年８月までＡ事業所に、また、42年 10月か

ら 52 年４月までＢ事業所に勤務していた。社会保険庁の記録では、当該期

間の厚生年金保険の加入記録が無い。両社に勤めていたことは間違いないの

で申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①の昭和 35年４月１日から 41年８月 30日までの期間については、

事業主及び同僚の証言により、申立人は当時、Ａ事業所に勤務していたことが

認められる。 

しかし、社会保険事務所の記録では、Ａ事業所が厚生年金保険の適用事業所

となったのは平成元年３月１日であり、それ以前の時期については適用事業所

となっていない。 

また、事業主は、「申立期間当時、厚生年金保険に加入していないため保険

料控除はしていない。」と陳述しており、Ａ事業所で申立期間①当時から勤務

していた同僚１名は、昭和 36年４月から平成元年２月まで国民年金に加入し、

その保険料を納付していることが確認できる。 

申立期間②の昭和 42年 10月１日から 47年８月１日までの期間については、

社会保険事務所の記録では、Ｂ事業所が厚生年金保険の適用事業所となったの

は同年８月１日であることから、同事業所は適用事業所となっていない。 

また、申立期間②当時にＢ事業所で勤務していた同僚３名は、当該期間中に

は国民年金に加入し、保険料を納付していることが確認できる。 



                    

  

申立期間③の昭和 47年８月１日から 52年４月 30日までの期間については、

同僚の証言から、申立人は、Ｂ事業所に勤務していたことが認められる。 

しかし、申立期間③当時におけるＢ事業所の従業員数について、同僚９名か

ら「５名から 10 名であった。」との陳述が得られたが、同事業所に係る厚生

年金被保険者名簿で同期間に名前が確認できる被保険者数は、４名から７名で

あり、また、申立人が記憶している同僚５名のうち、４名は同被保険者名簿に

名前を確認できないことから、同事業所では必ずしも従業員全員を厚生年金保

険に加入させていた訳ではなかったことがうかがえる。 

さらに、申立人は、「夜間勤務が始まる前に１日の勤務を終えていた。また、

昭和 50 年ごろから２年間、毎日午後１時から５時までＣ専修学校に通い、52

年４月にＥ業務の資格を取得した。」と陳述しており、昭和 51 年４月１日に

被保険者資格を喪失している同僚１名は、「退職(資格喪失)後、約半年間、短

時間勤務した。」としているが、その期間の被保険者記録が無いことから、事

業主は、短時間勤務者について厚生年金保険に加入させていなかったことが推

察される。 

加えて、事業主は、「当時の資料は残っておらず、申立人に係る厚生年金保

険の届出、保険料控除等については不明である。」と回答している。 

このほか、申立期間①、②及び③に係る厚生年金保険料の事業主による控除

について、申立人に明確な記憶が無く、これを確認できる関連資料及び周辺事

情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



                    

  

大阪厚生年金 事案 4484 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29年９月 25日から 30 年３月１日まで 

    社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況について照会したところ、申立

期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。Ａ社には、昭和 29 年６月から

33 年６月まで継続して勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間においてもＡ社に勤務し、厚生年金保険に加入していた

と申し立てている。 

   しかしながら、社会保険事務所が保管するＡ社に係る厚生年金保険被保険者

名簿では、申立人について、昭和 29年９月 25日に被保険者資格の喪失に伴っ

て健康保険証が返納されたことを示す「証返」の記載が確認でき、その後、申

立人が被保険者資格を取得した同年６月１日時点で、前回付与されていた厚生

年金保険の記号番号により 30 年３月１日に同社で被保険者資格を再取得して

おり、この期間における健康保険の整理番号に欠番は無く、同名簿の記録に不

自然な点も見られない。 

 また、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿では、申立人以外にも昭和 29

年６月１日に被保険者資格を取得している者が６人いるが、このうち４人は、

申立人と同じく同年９月に被保険者資格を喪失しており、いずれも健康保険証

が返納されたことを示す「証返」の文字が確認でき、この中の１人は、その後、

30年４月６日に同社で被保険者資格を再取得している。 

 以上の事情から、Ａ社では、昭和 29年９月に 14人在籍していた厚生年金保

険被保険者のうち、５人もの被保険者が資格の喪失の手続を要する何らかの事

情が生じたことが推察される。 



                    

  

   さらに、Ａ社は、昭和 33年６月 10日に厚生年金保険の適用事業所で無くな

っており、当時の事業主等については生存状況を含めて所在が不明であること

から、これらの者から申立期間における申立人の勤務状況及び厚生年金保険料

の控除について確認することができない。 

このほか、申立人が申立期間において、事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。



                    

  

大阪厚生年金 事案 4485 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  ① 昭和 44年４月１日から同年 12月 31日まで 

② 昭和 45年１月１日から 47年 12月 31日まで 

    社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ社及

びＢ社に勤務していた期間の加入記録が無いとの回答をもらった。Ａ社

の元上司及びＢ社の代理店を経営していた者の証言書に記載されている

とおり、当該事業所に勤務していたのは間違いないので、申立期間を厚

生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人が提出した元上司の証言書により、申立

人がＡ社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、Ａ社は、申立期間①において社会保険事務所に厚生年金保険の

適用事業所としての記録は無く、また、公共職業安定所に雇用保険の適用

事業所としての記録も無い。 

そして、Ａ社の事業主等の連絡先は不明であり、申立人の同社における

勤務の状況及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

さらに、申立人がＡ社で同僚であったとする４名のうち２名は、申立期

間①において、ほかの事業所において厚生年金保険の加入記録があること

が確認できる。 

加えて、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除を確認でき

る関連資料及び周辺事情は無い。 

申立期間②については、申立人が提出したＢ社の元代理店経営者の証言

書により、申立人が同社に勤務していたことが推認できる。 



                    

  

しかし、社会保険事務所において、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所と

なったのは昭和 46 年７月１日であり、同年６月 30 日以前の申立期間につ

いては、同社は適用事業所となっていない。 

また、Ｂ社は、昭和 54 年 12 月２日に解散しており、事業主及び役員の

連絡先が不明であることから、これらの者から申立人の同社における勤務

の状況及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

さらに、Ｂ社に係る厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間②を

含む昭和 46 年７月１日から 48 年１月にかけて、健康保険の整理番号に欠

番は無く、同名簿の記録に不自然な点は見られない。 

このほか、申立人が申立期間②において、事業主により給与から厚生年

金保険料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



                    

  

大阪厚生年金 事案 4486 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53年 11月 30日から 60 年９月１日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ社に勤務

していた期間の標準報酬月額の記録(11万円ないし 12万 6,000円。)が、実

際の給与額(約 24万円)と大きく異なっていた。当時の給与明細書は無いが、

調査の上、正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ社に勤務していた期間の標準報酬月額が実際の給与支給額と比

べて低いと申し立てており、申立人自身の給与明細書等の資料を保管していな

いが、同僚の給与明細書を所持しているので、これにより申立期間の標準報酬

月額を訂正してほしいと申し立てている。 

しかし、申立人から提出された当該同僚の平成３年１月及び４年６月の給与

支払明細書に記載されている総支給額は約 31万円及び約 33万円であり、社会

保険庁の標準報酬月額 19万円及び 20万円と比べて大きく異なっているものの、

当該給与支給明細書で控除されている厚生年金保険料を基に標準報酬月額を

算出してみると、社会保険庁の標準報酬月額と一致していることが確認できる。 

また、社会保険庁の記録における申立人の申立期間当時の標準報酬月額(11

万円ないし 12万 6,000円)は、ほかの従業員の標準報酬月額と大きく相違して

いない金額となっている上、申立人が主張する標準報酬月額(約 24 万円)とな

っている従業員は見られない。 

以上の事情から、Ａ社は、申立期間の申立人の給与において、社会保険事務

所の記録どおりの標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を控除していたもの

と推認できる。 



                    

  

このほか、申立人が申立期間において、その主張する標準報酬月額に相当す

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事情等は見当たら

ない。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間について、

厚生年金保険被保険者として、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 


